


序  文 

 

 

 

日本国政府は、キルギス共和国政府の要請に基づき、同国において「キルギス共和国

日本人材開発センター」プロジェクトを実施することを決定し、独立行政法人国際協力

機構 （平成 15 年 9 月 30 日までは国際協力事業団。以下「ＪＩＣＡ」という。）が独

立行政法人国際交流基金（平成 15 年 9 月 30 日までは国際交流基金）の協力を得て、平

成 15 年 4月 1 日から平成 20 年 3月 31 日まで、本技術協力を行なっている。 

ＪＩＣＡは、独立行政法人国際交流基金と合同で平成 18 年 7 月 11 日から 7 月 21 日

まで、中間評価調査団をキルギス共和国に派遣した。同調査団は、プロジェクトの活動

実績並びにその成果と効果について同国と合同で総合的な評価を行なうと共に、今後の

プロジェクトの活動の方向性について協議した。 

評価結果および今後の方向性に関する協議の結果をミニッツに取りまとめ、ＪＩＣＡ、

キルギス共和国双方の合意のもとに署名交換が行われた。 

本報告書が、本プロジェクトのみならず、他国における日本センター事業をより効果

的かつ効率的に実施していくための参考として活用されることを願うものである。 

終りに、この調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上

げる。 

 

平成 18年 7 月 

 

 

 

 

 

独立行政法人国際協力機構 

社会開発部長 岡崎 有二 
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評価調査結果要約表 
１. 案件の概要 
国名：キルギス共和国 案件名：キルギス共和国日本人材開発センター

分野：市場経済化支援 援助形態：技術協力プロジェクト 
所轄部署：社会開発部第一グループ 
日本センターチーム 

協力金額（評価時点）：6 億 4 千万円 

(R/D): 2003 年 3 月 31 日 先方関係機関：キルギス民族大学 
(延長): 日本側協力機関：国際交流基金 
(F/U) : 他の関連協力： 

協力期間 

(E/N)（無償）   
１-１ 協力の背景と概要 

キルギス共和国（以下「キルギス」という。）はソ連崩壊後、市場経済の活性化による経

済成長が貧困削減へ大きく寄与するとの考えに基づき、市場経済化路線を進め、貿易振興

及び外資導入、優先的な国内産業の振興を基本として、自国通貨の発行、WTO への加盟な

どいち早く急進的な改革措置を採択してきた。しかしながら、キルギスは天然資源が乏し

いことや輸送アクセスの面で地勢的にきわめて不便な場所に位置することなどの不利な条

件が障害となって、競争力のある輸出製品を産出できず、投資も停滞し、経済的に不安定

な状況を脱することのできない状況が続いた。このような状況の下で、キルギスでは牽引

力のある基幹産業を確立し、同時に外資を誘致して脆弱な産業基盤を強化すると共に、こ

れらを支える人材育成および組織・制度整備、および経済インフラの整備が必要不可欠と

なっていた。 
他方、JICA はアジアの市場経済化移行国を対象として、市場経済化を支える実務人材を

育成するとともに、我が国の「顔の見える協力」を実現する拠点として、2000 年から日本

センター事業を開始した。キルギスにおいては、キルギス政府と国際機関である「支援委

員会」によるキルギス共和国日本センターがすでに 95 年から運営されていたが、2003 年 4
月に「支援委員会」が廃止されたことに伴い、キルギス共和国日本センター事業について

は、JICA の日本センター事業の一環として引き継がれることになった。 
このため、JICA はキルギス民族大学との間で 2003 年 3 月に協議議事録（R/D)を署名交

換し、キルギス共和国日本人材開発センター（以下「KRJC」という。）プロジェクト（2003
年 4 月～2008 年 3 月）を開始した。KRJC ではこれまで、市場経済化に資する人材の育成

とキルギスと日本の相互理解促進及び友好関係の促進を目指して、①ビジネスコースによ

る市場経済化に資する実務人材の育成、②様々な学習者のレベルに合わせた日本語教育事

業（日本語コース）、③相互理解促進事業、を活動の 3 本柱として活動を展開してきている。

 
１-２協力内容 
（１）上位目標 



１）キルギスにおける市場経済化が促進される。 
２）キルギスと日本の間の相互理解と友好関係が一層強化される。 

（２）プロジェクト目標 
  １）KRJC がキルギスの市場経済化に対応する人材の育成において重要な役割を果た

すようになる。 
２）KRJC による情報提供及び各種イベントを通して両国の相互理解が促進される。 

（３）成果 
１）KRJC が効率的かつ効果的に運営され、一般市民に対して広く開かれたセンター

となる。 
２）市場経済化に必要な実践的な知識及び技術を教えるビジネスコースが継続的に提

供され、ビジネスコース運営が徐々に現地化される。 
３）日本語コースが一般市民及びビジネスパーソン、公務員、日本語現地講師のニー

ズを満たすために継続的に提供され、日本語コース運営が徐々に現地化される。 
４）日本の経済や文化、社会に関する印刷物、視聴覚機材等が提供され、KRJC が 

両国の相互理解を促進するための活動に活用される。 
 

（４）投入（評価時点） 
日本側： 
長期専門家派遣： 5 名 機材供与： 126 万 USD 
短期専門家派遣： 20 名 ローカルコスト負担： 109,334 千円 
研修員受入： 13 名   

キルギス側： 
カウンターパート配置： 1 名 
土地・施設提供： キルギス民族大学７号館の２階全部と３階の一部（850 ㎡） 
ローカルコスト負担： 光熱水道費の負担 
   

２. 評価調査団の概要 
担当 氏名 所属 
総括 立原 佳和 JICA 社会開発部第一グループ 

日本センターチーム 
評価分析 高橋 悟 有限会社アイエムジー 上席研究員 
日本語コース評価 村上 吉文 国際交流基金 日本語教育専門家 
日本語コース評価

計画 
徳満 小百合 
 

国際交流基金 日本語事業部 
派遣助成課 

調査者 

評価計画 鈴木 桃子 JICA 社会開発部第一グループ 
日本センターチーム 



調査期間 2006 年 7 月 11 日 2006 年 7 月 21 日 評価種類：中間評価 
３.評価結果の概要 
３-１ 実績の確認 

【ビジネスコース】 
2004 年度：A コース（5 ヶ月）：修了者数 41 名 
2005 年度：C コース（1 週間×5 セミナー）：受講者数 213 名 
2006 年度：A コース（3 ヶ月）：受講者数 43 名（6 月 5 日～9 月 8 日） 

【聴覚障害者ＩＴコース】 
 2006 年度：聴覚障害者コース I  （10 名、うち修了者 9 名） 

：聴覚障害者コース II  （4 名、現在受講中） 
 【日本語コース】 

2003-2004 年：5 コース（受講生数：156 名、修了生数：86 名） 
2004-2005 年：5 コース（受講生数：249 名、修了生数：156 名） 
2005-2006 年：7 コース（受講生数：220 名、修了生数：149 名） 

 【相互理解促進事業】 
プロジェクト開始（2003 年 4 月）以降、2006 年 7 月 7 日現在までに 35 の行事が開催

され、7,476 名が参加した。このうち「さつき祭」、「もみじ祭」、「日本キルギス友好音

楽祭」は毎年定期的に開催され、キルギス国民に人気の行事として定着してきている。

 
３-２ 評価結果の要約 
（１）妥当性 

市場経済化に対応する人材育成はキルギス政府の開発計画及びニーズに合致してお

り、さらに、JICA の援助重点分野にも位置づけられている。また、両国の相互理解促進

に関しては、2004 年に立ち上げられた「中央アジア＋日本」対話の行動計画の中に、中

央アジアと日本の文化交流・人的交流を促進することを提唱されており、両国の外交政

策にも合致している。以上のことから本プロジェクトの妥当性は高いといえる。また、

C/P の選定に関しては、キルギス民族大学はキルギスにおける最高学府のひとつであり、

KRJC を効果的に運営していく上でも、最適のパートナーであるといえる。 
 
（２）有効性 

KRJC は４つの活動（①開かれたセンター運営、②ビジネスコースの提供、③日本語

コースの提供、④相互理解促進のための活動）を通して、キルギスの市場経済化に対応

する人材の育成において貴重な役割を果たし、また両国の相互理解を促進している。こ

れらの活動はプロジェクト目標の達成に向けて適切に結びついている。 
【ビジネスコース】 

 KRJC のビジネスコースは受講者、現地ビジネス社会からの評価が高く、2006 年度 A



コースの募集時には定員の 2.1 倍の応募者があった。 
また、ビジネスコースに参加した元受講生 92 名にアンケート調査を行った結果、12

名から回答を得た。その結果 12 名中 11 名が「新しい会社を設立し、新規事業に乗り出

した」と答え、1 名が「職場内で昇進した」と答えた。また自由回答では、「自分の視野

を広げることができた」、「問題に対する洞察が深まった」、「仕事に対する態度が変わっ

た」、「自分の職務範囲と責任が増えた」などの既述があった。このことから KRJC のビ

ジネスコースを修了した受講生に卒業後プラスの影響を与えていることが分かる。 
【日本語コース】 

 日本語コースに対する学習者の満足度は非常に高い。2006 年 7 月に実施された 2005
年度のコース受講者に対するコース修了時アンケートでは、｢日本語の授業は役に立って

いますか｣という問いに対して、「とても役に立つ」「まあ役に立つ」と回答した割合が全

体の 92.9%と非常に高い数字になっている。 
【相互理解促進事業】 

 相互理解促進事業では、イベント修了後のアンケート調査は行っていないがプロジェ

クト開始からこれまで計３５の行事を開催し、その結果、約 7500 名の参加者があったこ

とは相互理解促進事業のキルギス国内でのニーズの高さを表しているといえる。 
 
（３）効率性 

ビジネスコースの専門家派遣の遅延等により、一部の活動に空白期間があったものの、

現在ではコンサルタントチームによるビジネスコース運営がされており、プロジェクト

全体としては、プロジェクト成果を達成するための投入と活動は総じて適切になされて

いる。 
他方、キルギス民族大学により施設（850 ㎡）の提供（貸与）を受けているものの、

スペースが手狭となっている。このことは、図書室用の全書籍の２割程度しか開架でき

ないなどの課題を招いているほか、ビジネスコース、日本語コース、相互理解促進事業

の更なる拡大の制約となっている。一方で、センター施設は昼間の利用率が相対的に低

いが、これは若年者を対象とした日本語コースや相互理解促進事業を新規に開始するこ

とにより改善される見込みである。 
 

（４）インパクト 
2005年にEBRDが出したTransition Reportでは、民間セクターのGDPシェアが2000

年では 60％だったものが、2005 年には 75.5％になったとの報告がある。上位目標の達

成は本プロジェクトの成果のみで達成できるものではないが、キルギスの市場経済化は

着実に進展しており、本プロジェクトもその進展に寄与しているといえる。プロジェク

トが開始されてから 3 年を経た段階でありインパクトを測るには時期尚早ではあるが、

「有効性」の項でも記載したとおり、ビジネスコースの受講生の一部は起業したり、昇



進するなど本活動によるプラスの影響が見られている。他方、相互理解促進については、

本事業を地道に継続することによって、キルギス国民の我が国に対する認知度や好意的

感情が醸成されていくものと考えられる。全体数は少ないもののキルギスから日本への

留学生数が 2002 年の 20 名から 2005 年には 39 名とほぼ倍増していることにもみられる

ように、徐々に交流は活発化してきているといえる。相互理解促進にかかる目標の達成

の見込みについて、最終的な判断をするにはさらなる時間の経過を必要とする。 
 
（５）自立発展性 

2005 年 2 月に KRJC は正式な手続きを経て特定非営利法人（NPO）となった。さら

に同年 5 月に教育機関としてのライセンスを取得したことによって受講料を徴収できる

ようになったため、存続のための最低限の基盤は確保されている。 
センター運営の自立発展性に関しては、「マネジメント面での自立発展性」及び「財政

面での自立発展性」を見る必要がある。まずマネジメント面での自立発展性は、センタ

ー運営、日本語コース、相互理解促進事業の各分野において日本側の若干の投入があれ

ばある程度の規模と質を確保した活動を実施できる程度の能力をスタッフが身に付けて

きている。ただし、ビジネスコースに関しては日本からの講師派遣など日本側のインプ

ットや支援が無くては事業を継続することは困難であると思料される。 
財政面での自立発展性では、法人化と教育ライセンスの取得によって、KRJC はある

程度の収入を見込めるようになった。2006 年 6 月までの 10 ヶ月間で積み上がった収入

（22,054 USD）を 2005 年度の運営・活動経費(191,178 USD；JICA 側が投入している

日本人専門家派遣経費、本邦への研修受入経費、機材購入費及びキルギス側負担の光熱

水料費を除く)と対比させてみると、その 12％弱であり、同収入を仮に 12 ヶ月間（1 年

分）に換算して対比してもセンター総支出の 14％弱をカバーしているにすぎない。この

ことから、収入でコストリカバリー率を上げて KRJC の自立発展性を高めることは容易

なことではない。 
 
３-３ 効果発現に貢献した要因 
（１）計画内容に関すること 

１）センター現地職員及びビジネスコース受講者を対象とした本邦研修は共に参加者

の意識を向上させ、帰国後、KRJC への貢献度が高くなっている。 
２）支援委員会によって運営されていたときからの日本語教育に関する経験、ノウハ

ウ、カリキュラム等は、現在の日本語コース運営管理に相当貢献している。また

1999 年に発足したキルギス日本語教師会の活動も活発で、大学等の日本語教育機

関の協力・連携も円滑に行われている。 
（２）実施プロセスに関すること 

１）優秀なセンター現地職員を採用し、OJT、本邦研修等で適切な人材育成を行って



いることで、センター現地職員によるセンター運営が相当程度可能となっている。

２）ビジネスコースでは、経営アカデミー、ビシュケク財務経済アカデミー等と連携

することによって、キルギス国内の制度、ビジネス環境に精通した現地講師が確

保され、ニーズに対応した決め細やかなコース提供が可能となっている。 
３）日本語コースでは、日本語教師会への支援や大学等の日本語教育機関との協力、

連携を積極的に行いキルギス全体の日本語教育支援の発展に大きく貢献してい

る。 
４）相互理解促進事業の各種イベント等の実施において青年海外協力隊員の協力を得

ることにより、同事業に多様性を持たせることが出来ている。 
 

３-４ 問題点及び問題を惹起した要因 
（１）計画内容に関すること 

 本プロジェクトは通常の技術協力プロジェクトに比べると、キルギス側の C/P 配置が

ほとんど無いなどキルギス側の関与度が低い設計になっている。センター（プロジェク

ト）運営への日本側による関与度が非常に高いという日本センタープロジェクトの特殊

性のため、C/P 配置が極めて限られていることが運営上の大きな支障となってはいない

が、今後自立発展性を検討していくためには、C/P のより積極的な関与が必要になって

くると思料される。 
 
（２）実施プロセスに関すること 

2003 年 4 月のプロジェクト開始後、ビジネスコースの長期専門家が着任するまで約 1
年間の空白期間が生じた。また上記の長期専門家帰国後（2005 年 3 月）、ビジネスコー

スの計画策定の短期専門家（コンサルタント）が派遣されるまでに 8 ヶ月弱の空白期間

が生じた。そのため、2005 年度中のビジネスコースは A コース（企業家育成コース）が

実施されず、複数の短期セミナーを実施するにとどまった。 
 
３-５ 結論 

「KRJC がキルギスの市場経済化に対応する人材の育成において重要な役割を果たす

ようになる」及び「KRJC による情報提供及び各種イベントを通して両国の相互理解が

促進される」という本プロジェクトの目標のもと、各活動が効率的・効果的に実施され

ており、一定の成果が上がっていることが確認された。 
しかしながら、さらにプロジェクト目標を効果的に達成し、インパクトを発現させて

いくためには、より現地のニーズに適合したビジネスコース及び日本語コースの実施、

各活動の地方展開等について継続的な活動を行いながらそれらの実現を図っていくこと

が必要である。また、KRJC の自立発展性を高めるためには、センター現地職員タッフ

や現地講師の更なる育成のほか、収入のリソースを拡大していくことも不可欠である。 



 
３-６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

（１）C/P との関係： 
現在キルギス民族大学の本プロジェクトに対する関与度は低いが、その分日本側の

オーナーシップのもと、効率的・効果的な運営がなされてきているともいえる。一方

で KRJC の活動を継続・発展させていくためには、キルギス民族大学のより積極的な

支援が必要となる。そのためには、プロジェクトを日本側のみで運営するのではなく、

週に１度程度定例会を開くなど、常に情報を共有し、キルギス民族大学側のプロジェ

クトに対する深い理解を保つ必要がある。 
（２）収入の使途： 

KRJC の財政上の自立性を高めていくためには、これらの運営・活動経費をできる

だけ自己収入で賄えるようにする必要がある。収入が会計年度をまたぐ場合は所得税

がかかるために、各年度内に支出をすることが望ましい。KRJC の自立性を向上させ

るためにも、キルギス民族大学と JICA との間で、支出項目について早急に決定するこ

とが必要である。 
（３）スペースの問題 

今後 KRJC の活動を拡大していくには、現在のスペースは手狭であり、キルギス民

族大学の協力により、KRJC のスペースを拡大することが必要である。 
（４）地方展開、商工会議所等との更なる連携 

KRJC の活動（特にビジネスコース）のインパクトを拡大するには、地方展開及び

商工会議所等との連携が有効である。 
（５）聴覚障害者 IT コース 

日本センターで対応できる障害者支援は一部に限られるため、さらにインパクトを

生むためには、国立 IT センターとの連携や、障害者支援プロジェクト等の連携を行い、

複合的、重層的な活動を行う必要がある。 
 （６）日本語コースの量的拡大 

KRJC の日本語コースは競争率が高く、多くの受講希望者がコースを受けることが

出来ない状況にある。こうした需要に応えるためには、今後は従来の高い質を維持し

ながらも、量的拡大の対策を検討する必要がある。 
（７）職業別日本語教育 
  既に通訳・翻訳者のためのコースが開講されているが、観光ガイドや IT エンジニア

のためのコース開設も検討に値する。また、ビジネスコースに参加させ、ビジネス知

識の習得も同時に行うなど、部門を横断した取り組みにより、相乗効果をもたらすこ

とが必要である。 
 
 



 
３-７ 教訓 

（１）法人格の確立 
法人格を確立したことにより、教育機関としての収入活動が出来るようになり、収

益拡大への取り組みが可能となった。このことにより、自立的な組織となっていくた

めの基盤が整った。 
（２）センター現地職員の育成 

KRJC では、スタッフに相当程度仕事の裁量を与えたり、効果的な人材育成を行っ

たりしていることで、スタッフに KRJC で働くインセンティブを提供し続けている。

（３）ニーズ調査に基づいたビジネスコースの実施 
コース設計に先立ち、企業経営者や類似機関、商工会議所を対象としたニーズ調査

を行い、それを設計に反映させたことで、多様なコースを効率的・効果的に実施する

ことが可能となった。 
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第1章 中間評価調査の概要 
 
1-1 運営指導調査団（中間評価）派遣の経緯と目的 

JICA はアジアの市場経済化移行国を対象として、市場経済化を支える実務人材を育成するとともに、

我が国の「顔の見える協力」を実現する拠点として、2000 年から日本センター事業を開始した。他方、

キルギス共和国（以下「キルギス」という。）においては、キルギス政府と国際機関である「支援委員

会」によるキルギス共和国日本センターがすでに 95 年から運営されていた。しかしながら、2003 年 4
月に「支援委員会」が廃止されたことに伴い、キルギス共和国日本センター事業については、上記の JICA
の日本センター事業の一環として引き継がれることになった。このため、JICA はキルギス民族大学と

の間で 2003 年 3 月に協議議事録（R/D)を署名交換し、1）キルギスにおける市場経済化が促進される、

2）キルギスと日本の間の相互理解と友好関係が一層強化される、ことを目的としたキルギス共和国日

本人材開発センター（以下「KRJC」という。）プロジェクト（2003 年 4 月～2008 年 3 月）を開始した。

KRJC ではこれまで、①ビジネスコースによる市場経済化に資する実務人材の育成、②様々な学習者の

レベルに合わせた日本語教育事業（日本語コース）、③相互理解促進事業、を活動の 3 本柱として活動

を展開してきている。 
 本調査団では、これまでのプロジェクト活動実績・実施プロセスを確認した上で、本件に係るプロジ

ェクト実施上の課題と成果について検証を行い、本プロジェクトの目標達成状況等を確認した。また、

これまでのプロジェクト活動における教訓を抽出した上で、残りのプロジェクト期間中に予定されてい

る実施計画について提言を行うとともに、課題に対する関係者の共通認識の形成を図り、対応策につい

て検討することを目的とした。なお、具体的な調査の目的は以下のとおり。 
（１）これまでのプロジェクト活動について、当初計画に照らし、日本側及びキルギス側の投入状況、

KRJC 運営管理状況、カウンターパート及びスタッフへの技術移転状況、外部条件等につき確認

を行う。 
（２）JICA 事業評価ガイドラインに基づき、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自

立発展性）の観点から評価分析を行う。 
（３）評価結果から教訓を導き出し、プロジェクトの内容改善のための提言を行う。 
 
1-2 評価者構成 
１ 団長/総括 立原 佳和 JICA 社会開発部第一グループ（社会開発・平和構築）

日本センターチーム長 
２ 評価分析 高橋 悟 有限会社 アイエムジー 上席研究員 
３ 日本語コース評価 村上 吉文 国際交流基金 日本語教育専門家 
４ 日本語コース評価計画 徳満 小百合 国際交流基金 日本語事業部 派遣助成課 
５ 評価計画 鈴木 桃子 JICA 社会開発部第一グループ（社会開発・平和構築）

日本センターチーム 
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1-3 評価調査日程 
月日 行程 

7/11 火 ビシュケク到着 
7/12 水 受講生インタビュー（日本語コース、ビジネスコース） 

7/13 木 他ドナー、経済団体等へのインタビュー 
7/14 金 ビジネスプログラムのある大学等へのインタビュー 

日本語コース評価まとめ 
7/15 土 オシュへ移動 

オシュ商工会議所、オシュ国立大学へのインタビュー 

7/16 日 ビシュケクへ移動・資料整理 
7/17 月 商工会議所、専門家、センタースタッフへのインタビュー 
7/18 火 専門家、センタースタッフへのインタビュー 
7/19 水 在キルギス日本大使館表敬 分析、報告書作成 
7/20 木 分析、報告書作成 
7/21 金 ビシュケク出発 

 
1-4 主要面談者 
（１）プロジェクト関係者（キルギス側） 
＜KRJC スタッフ＞ 
総務部門 Mr. Altynbek Chief Manager of Administration 
 Ms. Oksana Sagdeeva Secretary of Director 
 Ms. Asanbaeva Bermet Secretary 
ビジネスコース部門 Mr. Nurjan Djumabaev Program Manager of Business Course 
 Ms. Tamara Tashbaeva Program Manager Assistant 
日本語コース部門 Mrs. Vorobieva Garina Chief Manager and Lecturer of Japanese 

Language Course 
相互理解促進部門 Ms. Irina Tsoy Chief Manager of Cross-Culture and IT 

Department 
 Ms. Anastasia Trublenkova IT specialist 
 
＜ビジネスコース現地講師＞ 
Mr. Almaz Nasyrov Lecturer of Business Planning 
Ms. Nurgul Toktogulova Lecturer of Financial Management 
 
（２）ビジネスコース卒業生 
Ms. Valieva Elmira 等他 9 名 
 
（３）その他キルギス側関係者 
＜キルギス商工会議所本部＞ 
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Mr. Perfiliev President 
オシュ支部 Mr. Sarybaev Board Member 
＜オシュ国立大学＞ 
Mr. Orozbekov Rector 
Mr. Djunusov First Pro-rector 
Mr. Shiriev Dean of International Relations and Constitutional 

Law Chair, Oriental Studies Faculty 
＜Congress of Business Associations＞ 
Mr. Nurlan  
＜Bishkek Business Club＞ 
Ms. Abdysakieva Executive Director of BDK 
＜Academy of Management under President of Kyrgyz Republic＞ 
Mr. Adylbek Rector 
＜Bishkek Academy of Finance and Economy＞ 
Mr. Mavlyanov Rector 
 
（４）ドナー関係者 
GTZ Mr. Jonathan Hornbrock Resident Representative 
EBRD/BAS Program Mr. Shaktybek Imashov National Director for the Kyrgyz Republic
 
（５）プロジェクト関係者（日本側） 
＜キルギス日本センター専門家＞ 
濵野 道博 所長 
佐藤 俊郎 業務調整員 
黒滝 力 日本語コース運営管理 
堀口 一則 ビジネスコース運営管理 
 
（６）JICA 青年海外協力隊隊員 
浜田 孝子 音楽 
田中 文 作業療法士 
 
（７）在キルギス日本国大使館 
笠井 達彦 臨時代理大使 
 
（８）JICA キルギス事務所 
中野 智 所長 
吉村 徳二 所員 
Mr. Ermek Clerk 
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第2章 評価の方法 
 
2-1  評価方法 

本評価調査は、PDM 手法に基づき、プロジェクトの当初計画、協力開始時から評価調査時点までの

双方の投入・活動実績、プロジェクト実施の効果、運営管理体制等を踏まえた上で、評価５項目（有効

性、妥当性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から多面的に評価を実施した。 
 
2-2  評価手順 
（１） 資料レビュー、評価グリッドの作成 

事前に既存の各資料等から情報を得て、現地での調査項目及び情報収集方法を検討し、評価デザイン

として評価グリッドを作成した（評価グリッドはミニッツ Annex2 の通り）。 
（２） プロジェクト関係者との面談、インタビュー 

本プロジェクトの達成度や成果を捉える上で、プロジェクト関係者に対して、グループインタビュー

あるいは個別インタビューを実施した。対象としては、ビジネスコース/日本語コースの受講者（修了

者）及び現地講師、さらにセンター現地職員を始め、本プロジェクトの関係団体、他ドナーにもイン

タビューを実施した。（1-4.主要面談者参照） 
（３） プロジェクト関係者への報告 

上記の調査・評価結果を評価 5 項目に沿って評価調査報告書（英文）に取り纏め、JICA 事務所、プ

ロジェクト専門家と評価結果について協議した。なお、キルギス側については C/P 機関であるキルギ

ス民族大学の学長選挙をめぐり、キルギス側関係者の人事が定まらず流動的であったため、本評価は

日本側のみで行い、キルギス側関係者の状況が安定した後にあらためて日本側評価結果をキルギス側

と協議することとした 。 
 
2-3  評価 5 項目 

評価の視点、内容は以下の通り。 
(1) 有効性

(Effectiveness) 
プロジェクトの「成果」が、どの程度達成されているか、及びそれが「プロジェ

クト目標」の達成にどの程度結びついているかを分析・評価する。 
(2) 妥当性

(Relevance) 
プロジェクトの目指している効果が、受益者のニーズに合致しているか、問題や

課題の解決策として適切か、相手国と日本側の政策との整合性はあるか、プロジ

ェクトの戦略・アプローチは妥当か、公的資金である ODA で実施する必要があ

るかなどといった「援助プロジェクトの正当性・必要性」を問う視点。 
(3) 効率性

(Efficiency) 
主にプロジェクトのコストと効果の関係に着目し、資源が有効に活用されている

かを問う視点。「投入」の、手段、方法、期間、費用の適切度を分析・評価する。

(4) イ ン パ ク ト

(Impact) 
プロジェクトの実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果を

みる視点。予期していなかった正・負の効果・影響を含む。 
(5) 自立発展性

(Sustainability) 
プロジェクトによりもたらされた成果が協力終了後も持続・拡大され得るかどう

かを把握し、実施・関係機関の自立度を政策・組織面始め、財務面、技術面その

他の観点から分析・評価する。 
                                                   
本調査終了後の 2006 年 11 月にオムルカーノフ氏がキルギス民族大学の新学長に選出された。その後、2007 年 3 月に

合同調整員会（JCC）を開催し、キルギス側と本調査評価結果について協議をし、別添ミニッツの通り署名を行なった。 
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第3章 プロジェクトの実績と現状 
 
3-1 投入実績 
【キルギス側投入】 
 プロジェクト開始以来、キルギス側は以下の投入を継続的に行ってきた。 
 １）施設  

キルギス民族大学 7 号館の 2 階全部と 3 階の一部（延べ床面積約 850 ㎡）の提供 
 ２）運営費 

光熱費（電気・水道代）の負担（大学内の他の施設分も含めてキルギス側が負担しているため、金

額は不明） 
 ３）C/P 人員の配置 
  共同所長の配置 
   
【日本側投入】 
 １）専門家（詳細はミニッツ Appendix8 を参照） 

＜長期専門家＞ 
・ 遠藤隆雄（共同所長／2003 年 6 月 11 日～2006 年 2 月 24 日） 
・ 濵野道博（共同所長／2006 年 2 月 17 日～派遣中） 
・ 加藤倭郎（ビジネスコース専門家／2004 年 3 月 24 日～2005 年 3 月 25 日） 
・ 黒滝力 （日本語コース専門家／2004 年 7 月 9 日～派遣中） 
・ 佐藤俊郎（業務調整員／2003 年 7 月 30 日～派遣中） 

  ＜短期専門家＞（2006 年 6 月末現在までの派遣済み数） 
・ ビジネスコース（運営管理、講師等）：18 名 
・ 日本語コース（運営管理）：1 名 
・ その他（施設改修・監理業務）：2 名 

 ２）本邦研修（詳細はミニッツ Appendix9 を参照） 
  ＜ビジネスコース＞ 

・ センター職員 2 名（2004 年度 1 名、2005 年度 1 名） 
・ 受講生 5 名（2005 年度） 

  ＜日本語コース＞ 
・ センター職員 2 名（同一職員×2 回／2004 年度及び 2005 年度） 

  ＜相互理解＞ 
・ センター職員 1 名（2004 年度） 

   ＜センター運営＞ 
・ センター職員 3 名（2004 年度 2 名、2005 年度 1 名） 

３）機材 
プロジェクト開始以来、累計で 126 万米ドル相当の機材供与を実施した（詳細はミニッツ

Appendix10 を参照）。主な機材は、製本機、車両、音響ラックシステム、ネットワークプリンター、

本裁断機などである。その他、図書室にある図書は支援委員会で運営されていたときに購入されたも

のと、プロジェクトで購入されたものが混在している。また視聴覚室の映像・音声資料は全てプロジ
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ェクト開始後に購入されたものである。なお、KRJC のスペースが手狭なため全図書資料約 5000 冊

のうち、開架されているのは 2 割程度であり、残り 8 割は倉庫に保管されている。 

４）プロジェクト投入外での日本側投入 
 国際交流基金より派遣されている日本語教育指導助手 ：1 名 

 

3-2 活動実績 
 活動実績については、ミニッツ Appendix3, 5, 6, 7 を参照。 
 
3-3 成果の達成状況 
3-3-1 上位目標の達成状況 

本プロジェクトにおける上位目標は（１）キルギスにおける市場経済化が促進される、（２）キルギ

スと日本の相互理解及び友好関係が一層強化される、の二つである。それぞれの指標として、国際機関

による評価とキルギスの一般市民の意識を用いることとしている。上位目標にかかる達成状況は以下の

とおり。 
 
（１）「キルギスにおける市場経済化が促進される」 

1991 年の独立以来、キルギス政府は市場経済化、国営企業の民営化、中小企業の育成、起業家支

援等に積極的に取り組んでいる。図表 3-1 からも 1990 年代は急速に市場経済化が進められたことが

見て取れる。 
 
   図表 3-1：国営及び民間企業数と GDP に占める割合 

国営企業 民間企業 
年／タイプ 

国営企業数 GDP シェア（%） 民間企業数 GDP シェア（%）

1991 6794 45.6 406 2.6 
1993 4862 33.3 3443 9.1 
1995 2076 13.5 5853 21.6 
1997 1438 7.7 8004 27.8 
1998 1071 3.4 8484 28.3 

出所：Askar Akaev, Kyrgyz: An Introduction to Transition (Australian Asian Pacific Press at Australian 

national University, 2001, p.128.） 
 
また、2000 年以降の民間セクターの動向は図表 3-2 のとおりである。民間セクターの GDP シェア

は 75％に達しており、また全就業者の 8 割以上民間セクターが吸収している。こうした指標からも

民間セクターが着実に伸びていることが読み取れる。 
 
 図表 3-2：民間セクターの GDP シェアと全就業人口に民間セクターが占める割合 

割合／年 2000 2001 2002 2003 2004 2005 
民間セクターの GDP シェア（％） 60.0 60.0 65.0 65.0 75.0 75.0 
全就業人口に民間セクターが占める割合（％） 78.2 79.1 79.7 80.3 N/A N/A 

 出所：EBRD 資料（Transition Report 2005, Kyrgyz Republic） 
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その他の経済関連指標は図表 3-3 のとおりであるが、2005 年はクムトール金鉱山の操業が停止し

たことでマイナス成長となったほか、失業率の増加傾向も依然として続いている。キルギスの産業は

農業、金採鉱及び発電に集中していることから、今後は産業を多様化させてその裾野を広げていく必

要がある。EBRD はキルギスに対する支援戦略として民間及び金融セクターの強化、インフラ整備の

より一層の推進を訴えている。 
  
 図表 3-3：キルギスの経済指標（2000 年－2005 年） 

割合／年 2000 2001 2002 2003 2004 2005 
GDP 実質経済成長率

（％） 
5.4 5.3 0.0 7.0 7.0 -0.6 

失業率（％） N/A 7.8 8.6 8.9 9.0 9.7 
インフレ率（％） 18.7 6.9 2.0 3.1 4.1 4.3 

     出所：IDA (International Development Association). 2006. Kyrgyz Republic – Poverty Reduction Strategy 

Annual Progress Report and Joint IDA-IMF Staff Appraisal Note 
 

上記のように、民間セクターは順調に伸びてはいるものの、失業率は減少していない。こうしたキ

ルギスの経済状況において、本プロジェクトが「キルギスにおける市場経済化が進展する」という上

位目標についてどの程度の達成（貢献）があったかを測ることは、現時点では困難である。しかしな

がら、一定のインパクトの発現も見え始めていることから、将来的には上位目標の達成につながって

いく可能性が見込まれるといえる。 
 
（２）「キルギスと日本の相互理解及び友好関係が一層強化される」 

キルギスの一般市民の認識は KRJC に関する認知度調査（「3-3-2.プロジェクト目標の達成状況」

（２）参照）に記述されているが、このほかに KRJC では活字媒体（新聞・雑誌）、映像媒体（テレ

ビ・ラジオ）で露出度をモニタリングしている。同センターが 2005 年 7 月から調べた KRJC につい

ての掲載記事・放映プログラムは以下の図表 3-4 のとおり。 
 
 図表 3-4：KRJC のマスメディア露出回数（2005 年 7 月－2006 年 7 月） 

媒体／期

間 
2005 年 7－9 月 2005 年 10 月－2006 年 3 月 2006 年 4－9 月 合計 

新聞 9 13 10 32 
雑誌 0 0 1 1 

テレビ 1 2 5 8 
ラジオ 1 0 0 1 

合計 11 15 16 42 
     出所：KRJC 資料（掲載記事・放映プログラムのリスト） 

 
さらに、次項のプロジェクト目標及び成果の達成状況の検証結果からも、KRJC の各活動内容、レ

ベルに関する評価は総じて高いと判断される。このため、KRJC が地道ながらも着実に活動を進めて

いく中で、キルギスの一般市民の KRJC に対する認識、好意的感情は必ず高まっていくものと考えら
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れる。さらに、日本とキルギスとの間の双方向の情報発信、各分野での交流を進めていくことで、両

国民間の相互理解が強化されていくといえる。 
 
3-3-2 プロジェクト目標の達成状況 

本プロジェクトにおけるプロジェクト目標は、（１）KRJC がキルギスの市場経済化に対応する人

材の育成において重要な役割を果たすようになる、（２）KRJC による情報提供及び各種イベントを

通して両国民の相互理解が促進される、の 2 つである。それぞれの達成状況は以下のとおり。 
 

（１）「KRJC がキルギスの市場経済化に対応する人材の育成において重要な役割を果たすようになる」 
 本プロジェクト目標の達成度を測る評価指標は、１）ビジネスコースへの志願者数、２）ビジネス

コース修了後の受講生の評価、３）キルギス国内のビジネス社会での評判、の 3 つである。これらの

指標に基づいた目標の達成状況は以下のとおりであり、目標を着実に達成しつつあるといえる。 
 
１）ビジネスコースへの志願者数 
ビジネスコースの志願者数、倍率、受講者数等は以下のとおりである。なお、ビジネスコースは 2004

年度から実施されていたが、2005 年度に業務実施契約（法人一括契約）に変更したことから、2006
年 1 月に基本構想がまとめられ、過去に提供されたものも含めて、A コース（プラクティカルビジネ

スコース）、B コース（フォーカスインダストリーコース）、C コース（フォーカストピックコース）、

D コース（経済セミナー）の 4 つのコースに整理・分類された。その内、ビジネスコースで志願者を

審査しているのは A コースと C コースである。 
－ 2004 年度：A コース（5 ヶ月）： 

志願者数 108 名（倍率 2.4 倍）、当初受講者数 45 名、修了者数 41 名 
－ 2005 年度：C コース（1 週間×5 セミナー）： 

志願者数 365 名（倍率 1.7 倍）、受講者数 213 名 
－ 2006 年度：A コース（3 ヶ月）： 

志願者数 92 名（倍率 2.1 倍）、受講者数 43 名（6 月 5 日～9 月 8 日） 
 

２）ビジネスコース修了後の受講生の評価 
ビジネスコースに参加した元受講生 92 名（2004 年度 A コース 38 名、2005 年度 C コース 54 名）

に質問票を送り 12 名から回答を得た。その結果 12 名中 11 名が「新しい会社を設立し、新規事業に

乗り出した」と答え、1 名が同じ職場で昇進したと答えた。また自由回答では、「自分の視野を広げる

ことができた」、「問題に対する洞察が深まった」、「仕事に対する態度が変わった」、「自分の職務範囲

と責任が増えた」などの記述があった。また 2004 年度に実施された A コースの修了者 41 名の中か

ら新規事業を立ち上げた以下の 4 名（内 2 名は成績優秀者として本邦研修受講）と面会してインタビ

ューを行った。総じて彼らの評価は高かった。 
 
① ウェブサイトでの書籍販売（大手書籍販売店での新規事業）／オンライン販売責任者／女性 
コース受講によって日本式経営とビジネス知識全般を習得できた。研修中に 3 つのビジネスプラン

を作成した。その内 1 つは立ち上げに成功し、残り 2 つも順番に実現していきたい。 
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② 繊維（ニット）製品製造／工場長兼オーナー／男性 
内容が皮相的で学び得たことは少なかった。自分に何か大きな変化をもたらすものではなかった。

今後の KRJC にはコンサルテーションと銀行融資の後押しを期待する。 
③ きのこ栽培／自営業（本業は料理人兼厨房コンサルタント）／男性 
自分の総収入のうち、新規事業はまだ 1 割、本業が 9 割を占めている。しかしコースを受講しなけ

れば新規ビジネスに挑戦することはなかった。現在技術的な問題を抱えているが、必ず打破できる

と信じている。 
④ 旅行会社経営（自宅をオフィスにして家族経営）／社長／男性 
コースを受講したことがあらゆる点でプラスになっている。自分の会社のウェブサイト、パンフレ

ット、宣伝用 CD-ROM を作成した。主に欧州からの観光客を受け入れていたが、今夏に初めて日

本から参加する観光客に対してツアーを手配することが決まっている。 
 

３）キルギス国内のビジネス社会での評判 
経済団体、他ドナー、MBA プログラムを有する高等教育機関を訪問して聞き取り調査を行った結

果、これらの機関が次の点で KRJC を高く評価していることが判明した。 
① 実務経験豊富な日本人による日本式経営の直接指導（貴重かつ唯一の機会提供） 
② キルギスの状況を踏まえた実用的かつ理論的なコース内容 
③ 市場経済化に資する起業家や新規事業検討者に焦点を当てたコースの提供 
④ 既存の現地プログラムにはない短期集中型で廉価なコースの提供 
⑤ 現地リソース（共同講師）の有効活用 
 

（２）「KRJC による情報提供及び各種イベントを通して両国民の相互理解が促進される」 
本目標の成果達成度を測る評価指標は、１）市民の意識、２）アクセスのしやすさ、の２つである。

これらの指標に基づいた目標の達成状況は以下のとおりであり、今後活動を強化していくことによ

って目標が達成されていくとみられる。 
  

１）市民の意識 
2005 年 9 月に現地コンサルタントを活用して KRJC に関する認知度調査（Assessment of 

population awareness about Kyrgyz-Japan Center and overall market appraisal）を実施した。

無作為抽出による電話インタビューで 710 名、面接形式でのインタビューで 150 名の合計 860 名の

ビシュケク市民に対して調査を行った。結果概要は以下のとおり。 
  ① キルギス人公務員の 90％、マスメディアの 60％が KRJC での日本語教育を認知していた。 

② キルギス人の 25％が KRJC の存在を認知しており、7.5％がそのビジネスコースを認知してい

た。 
③ KRJC と接点の無いビジネスパーソンの 63％が KRJC について何も知らなかった。 
④ 大学生の 70％が KRJC の活動を認知していなかった。 

  ⑤ 回答者の 87％が KRJC の相互理解促進事業を認知していなかった。 
  ⑥ KRJCと接点の無いビジネスパーソンの 73％がKRJCのビジネスコースに関心を持っていた。 
  ⑦ KRJC ビジネスコース修了者の 90％は「このコースは US$300 以上の価値がある」と評価し

ていた。 
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⑧ KRJC 日本語コース受講生の 30％は「このコースは US$300 以上の価値がある」と評価して

いた。 
⑨ 回答者の 50％以上は KRJC で得た知識は実務に役立つと回答していた。 
⑩ 回答者の 26％は KRJC の日本語コースに参加したいと希望を述べていた。 
⑪ ビジネスコース修了者の 45％は日本語学習に興味を持っていた。 
⑫ 回答者の 83%は日本語学習に興味を示した。 
⑬ 電話での回答者の 32％が KRJC のビジネスコースに興味を示した。 
⑭ 本調査の結果として、回答者の多くが日本の文化や戦後経済復興に関心を示したことがわかっ

た。 
 
このように、一般市民の KRJC に対する認知度はまだ 25％とそれほど高くないものの、公務員や

ビジネスパーソンはある程度 KRJC について認知している。また一度でも KRJC に関わる機会を持

った者はその活動を非常に高く評価していることが判明した。 
 

２）アクセスのしやすさ 
KRJC 施設そのものはビシュケク市内中心地からは徒歩 10 分圏内のキルギス民族大学 7 号館内に

ある。7 号館は一般道と直結していることから、大学の敷地内であるものの、一般人の出入りの自由

が確保されている。来館者の多くはミニバスやトロリーバスでセンター近くの停留所まで来ており、

一般市民にとってアクセスしやすい場所にあるといえる。 
 
3-3-3 成果の達成状況 

本プロジェクトの成果は、（１）KRJC が効率的かつ効果的に運営され、一般市民に対して広く開

かれたセンターとなる、（２）市場経済化に必要な実践的な知識及び技術を教えるビジネスコースが

継続的に提供され、ビジネスコース運営が徐々に現地化される、（３）日本語コースが一般市民及び

ビジネスパーソン、公務員、日本語現地講師のニーズを満たすために継続的に提供され、日本語コー

ス運営が徐々に現地化される、（４）日本の経済や文化、社会に関する印刷物、視聴覚機材等が提供

され、KRJC が両国の相互理解を促進するための活動に活用される、の４つである。それぞれの成果

の達成度は以下のとおり。 
 

（１）「KRJC が効率的かつ効果的に運営され、一般市民に対して広く開かれたセンターとなっている」 
本成果の達成状況をはかる指標は、１）センター職員の人数・業務能力、２）収支バランス、の２

つである。成果の達成状況は以下のとおり。 
  

１）センター現地職員の人数・業務能力 
現在 KRJC のセンター現地職員数は 9 名（常勤）であり、各業務に主任クラスが配置されており、

効率的、かつ効果的に運営されている。いずれの職員も日本語または英語を話し、語学能力に長け

ている。また、日本人専門家の指導を得つつ、自ら企画、運営ができる能力を持っている。（組織図

はミニッツ Appendix1 を参照）。 
 ２）収支バランス 

本プロジェクトの活動経費（日本人専門家派遣経費、本邦研修派遣経費、機材購入費を除く）は以
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下のとおりである。 
－ 2003 年度：49,967 千円（US$445,027） 
－ 2004 年度：32,971 千円（US$305,147） 
－ 2005 年度：21,666 千円（US$191,178） 
－ 2006 年度：13,730 千円（US$119,900）（2006 年 6 月末現在） 
 

2005 年 2 月の法人化、5 月の教育ライセンス取得に伴い、同年 9 月から受講料や会費の徴収を開

始した（詳細はミニッツ Appendix2 を参照）。2006 年 6 月までの 10 ヶ月間で積み上げられた収入

は 882,162 ソム（US$22,054）である。これを仮に 2005 年度の運営・活動経費と対比させてみる

と、12％弱を占めていることになり、同収入を仮に 12 ヶ月間（1 年分）に換算して対比した場合

は 14％弱を占めることになる。 
 
（２）「市場経済化に必要な実践的な知識及び技術を教えるビジネスコースが継続的に提供され、ビジ

ネスコース運営が徐々に現地化される」 
本成果に対する指標は、１）コース数及び受講者数、２）受講者の満足度、の２つである。成果の

達成状況は以下のとおり。 
 

１）コース数及び受講者数 
各事業年度（4 月～3 月）に提供されたコースと受講者数（修了者数）は以下のとおり（詳細はミニ

ッツ Appendix3 を参照）。 
－ 2004 年度：A コース（41 名、うち成績優秀者 5 名が本邦研修を受講）、D コース（610 名） 
－ 2005 年度：C コース（213 名）、JICA-Net を活用した 1 日セミナー（208 名） 
－ 2006 年度：A コース（43 名が 6 月 5 日から 9 月 8 日まで受講中）、D コース（86 名） 

２）受講者の満足度 
2004 年度 A コース終了後のアンケート調査では、平均 75％が「満足している」と答え、2005 年度

以降のコースでは、各コース終了後のアンケート調査で、毎回 8 割以上が 5 段階評価中上位 2 段階

の評価をしている。現在 A コースを受講中の 5 名（20 代男性 3 名、30 代女性 1 名、30 代男性 1 名）

と面会し、聞き取り調査を行い、全員が、本コースの受講料は 200 米ドル以上の価値がある、と話

していた。以下は彼らのコメントであるが、受講生の学習意欲、満足度は総じて非常に高いもので

あるといえる。 
① 受講動機 

 世界的に一流と評価されている日本の経営手法を身に付けたいと思った。（20 代男性） 
 経営アカデミーで受講することも検討したが、同短期コースは皮相的かつ非実用的に思え魅

力を感じなかった。配布物も教科書をコピーしたものであった。また 2 年間の MBA プログ

ラムはビジネスとは関係ない科目も多く含まれていて無駄が多いと感じた。KRJC のほうが

集中的に効率良く学べると思った。（20 代男性） 
 Evening Bishkek Newspaper に掲載された募集広告が非常に魅力的であり、日本式経営に

関心を持った。（20 代男性） 
 何よりも自分自身がビジネススキルを必要としていた。パンフレットを見て非常に実用的な

感じがした。対象者は若い実業家だったのでまさに自分のためのコースだと思った。さらに
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求められる資格・要件がシンプルであり、他機関のように提出を求められる資料も少なく、

出願が面倒でなかった。（30 代女性） 
 KRJC と大学 2 校のビジネスコースの受講を検討した。しかし、大学教員の多くはその大学

の卒業生であり、良い仕事が見つからずにそのまま大学に残った者である。彼らに実務経験

はなく、講義も単なる理論的な知識の伝達にすぎないだろうと思い、最終的に KRJC を選ん

だ。（30 代男性） 
② 受講後 1 ヶ月を経た現時点での評価 

 本コースは理論的かつ実用的である。マーケティングも生産管理の授業も良かった。（20 代

男性） 
 この 1 ヶ月間で過去数年分以上の勉強をできたと感じている。本コースを受講する前に、自

分はある程度のビジネスプランを持っていたが、受講してみてそれが実現可能でないことに

気づかされた。コース終了に向けてさらに構想を練っていきたい。また、ビシュケクだけで

なくオッシュでコースを提供することを提案する。さらにロシア語ではなくキルギス語で提

供すれば、より多くの人たちがビジネスに目覚め、ビジネスを始めたいと思う機会になると

思う。（20 代男性） 
 どの授業もとても良く、自分のためになっている。（20 代男性） 
 期待どおり、あるいはそれ以上に良い内容である。また、すべての授業ではないが、日本人

講師とキルギス講師の組み合わせで授業を行うのはとても良いと思う。（30 代女性） 
 本コースは全般的に良い。講師、配布物ともに良い。特に講師はとても優秀な人が選定され

ていると思う。事務管理部門の接遇態度も良い。自分がとても大切にケアされている気がす

る。他にネガティブなことは見当たらない。（30 代男性） 
 
上述の受講生の一人（30 代女性）のコメントにもあるとおり、ビジネスコースは日本人講師だけ

でなく、アシスタント的にキルギス人を共同講師として招聘し授業を行っており、受講者のニーズ

にきめ細かく対応している。共同講師の招聘は現地リソースの活用及び事業の現地化という観点か

らも重要である。以下に実績（2006 年度については計画も含む）を示す（詳細はミニッツ Appendix4
を参照）。 

－ 2004 年度／A コース：経営アカデミーから 6 名、ウズベキスタン日本センターから 1 名 
（延べ 3 名）、民間企業から 1 名 

－ 2006 年度／A コース：経営アカデミーから 6 名（延べ 10 名） 
B コース：ビシュケク財務経済アカデミーから 1 名 
C コース：ビシュケク財務経済アカデミーから 1 名（上記と同一人物） 

③ 視聴覚障害者 IT コース 
ビジネスコースのほかに、貧困削減の観点から、貧困に陥りやすい弱者支援の一環として、聴覚

障害者を対象とした IT コースを 2005 年度から実施している。以下に実績を示す（詳細はミニッツ

Appendix5 を参照）。 
  － 2006 年度 聴覚障害者コース I：10 名（うち修了者 9 名）   
          聴覚障害者コース II：4 名（現在受講中） 

 
聴覚障害者コース II は聴覚障害者コース I の上級クラスで、「聴覚障害者のための IT コース」の
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講師養成を目的としたクラスである。受講者は、聴覚障害者コース I の成績優秀者である。聴覚障

害者コース II の受講者 4 名にインタビューした結果、以下のコメントがあり、コースに対する評価

は概ね高いことが確認された。 
 最近ではどこに行ってもコンピューター技術が求められているため、自分たちもコンピュータ

ーを使えるようになりたかった。 
 日本センター以外で聴覚障害者を対象にコンピューターコースを行っているところはない。 
 日本センターに来て、初めてインターネットが使えるようになった。今ではインターネットを

通じて、友達が増えた。 
 日本の聴覚障害者との交流を持ちたい。 
 コース終了後、IT コースの講師になりたい。チャンスがあれば、IT スペシャリストになりた

い。 
 一般企業では障害者の就職口がない。 

 
（３）「日本語コースが一般市民及びビジネスパーソン、公務員、日本語現地講師のニーズを満たすた

めに、継続的に提供され、日本語コース運営が徐々に現地化される」 
本成果を図る指標は、１）コース数及び受講者数、２）受講者の満足度、３）受講者の日本語能力

習熟度、の 3 つである。成果に対する達成状況は以下のとおり。 
 

１）コース数及び受講者数 
日本語コースは一般クラス、ビデオクラス、日本語能力試験 1 級対策講座、通訳者翻訳者要請準備

研修会の 4 つのタイプのコースに分けられている。後者 2 コースについては 2005 年度から開始さ

れた。一般クラスはさらに、初級 I、II、中級 I、II コースに分かれている。年間の全日本語コース

の受講者数・修了者数は以下のとおり。（詳細はミニッツ Appendix6 を参照）。 
－ 2003-2004 年：5 コース（156 名・86 名） 
－ 2004-2005 年：5 コース（249 名・156 名） 
－ 2005-2006 年：7 コース（220 名・149 名） 

2004-2005 年は初級Ⅰコースで志願者 199 名に対して受講者 41 名、上級コースで志願者 27 名に

対して受講者 20 名と絞り込みを行った。また、2005-2006 年は初級Ⅰコースで志願者 163 名に対

して受講者 45 名、上級コースで志願者 33 名に対して受講者 24 名に絞り込みを行った。 
２）受講者の満足度 

2005年6月に実施された2004年度の一般クラスの学習者に対するコース終了後のアンケートでは、

「日本語授業が役に立っていますか？」という質問に対して、「とても役に立つ」「まあ役に立つ」

と回答した割合が全体の 96％になる。 
３）受講者の日本語能力習熟度 

一般コースは 4 年間かけて初級 I から中級Ⅱを履修し、日本語能力試験 2 級程度のレベルに到達す

ることを目的としている。初級コースは約 40 名から始まるが、中級Ⅱを修了するのは、ほぼ 4 分

の 1 程度である。 
 
（４）「日本の経済や文化、社会に関する印刷物、視聴覚機材等が提供され、KRJC が両国の相互理解

を促進するための活動に活用される」 
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本成果を測る指標は、１）行事への参加者数、２）ホームページへのアクセス件数、の２つである。

本成果の達成状況は以下のとおり。 
１）行事への参加者数 

プロジェクト開始（2003 年 4 月）以降、2006 年 7 月 7 日現在で計 35 の行事が開催され、7,476
名が参加した（詳細はミニッツ Appendix7 を参照）。このうち「さつき祭」、「もみじ祭」、「日本キ

ルギス友好音楽祭」は音楽活動を含む定期的な行事である。これらは比較的大きな行事であるが、

その他に和太鼓クラブ、書道、折り紙教室、囲碁教室等については専任講師（日本人及びキルギス

人）が付き、毎週定期的かつ継続的に活動を行っている。また隔週土曜日にはロシア語キャプショ

ン入りの邦画を上映し、視聴者から高い評価を得ている。現在 KRJC の会員数は 160 名（年会費

250 ソム）である。会員は図書や映像・音声資料（DVD、CD）を貸し出してもらえる。また非会

員でも、館内であればこれらの資料を無料で閲覧することができる。月平均で約 500 冊の図書、約

800 本の DVD・CD が映像・音声資料が館内外で利用されている。 
２）ホームページへのアクセス件数 

KRJC のホームページは 2004 年 4 月に作成された。カウンターを取り付けてアクセス件数（クリ

ック数）を数え始めたのは 2005 年 12 月からである。2006 年 7 月上旬までに約 2100 件のアクセ

スがあった（月平均 300 件）。現在、より充実した新しいホームページを作成中であり、これが完

成すればアクセス件数がさらに増加することが見込まれる。 
 
3-4 外部条件 

本プロジェクトの目標が達成されるには、以下の外部条件がクリアされる必要がある。 
（１）センター現地職員が継続的に KRJC に勤務する 
（２）キルギスにおける KRJC のステータスが変わらない 
（３）キルギス政府及び関係機関の KRJC の枠組みに対する認識が保証されている 
（４）キルギスの市場経済への関心と取り組み姿勢が低下しない 
（５）政治状況が安定している 
それぞれの現状は以下のとおり。 
（１）2004 年 8 月に IT 及び相互理解促進事業担当の主任格の現地職員 1 名が退職し、その結果、当

時計画していた IT 研修の実施が見送られた。また、2005 年 4 月にビジネスコース主任の現地

職員が退職したが、もう一人の若手職員 1 名（ハンガリー国費留学経験があり、英語堪能に加

えてアカデミックな素養を持つ）が同主任の不在の穴を十分に埋めている。なお、現地職員は

全体的に人格、語学力等資質能力に優れている。受講生からも、事業に対する姿勢は真摯であ

る、との評価を得ている。 
（２）2005 年 2 月に KRJC は正式な手続きを経て特定非営利法人（NPO）となった。さらに同年 5

月に教育機関としてのライセンスを取得したことによって受講料を徴収できるようになった。

法人化は本プロジェクト開始以来の主要懸案事項の一つであった。受講料収入を徴収できるよ

うになったことによりセンター運営に当てるための収入を見込めるようになったことは、将来

の自立発展性につながる重要な前進であると思料される。 
（３）キルギス政府及び関係機関の KRJC に対する認識、評価は高い。 
（４）キルギス共和国は独立以来一貫して市場経済化に取り組んでいる。 
（５）2005 年 3 月のチューリップ革命（アカーエフ大統領の追放）は、その直後には本プロジェク
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トに影響はなかったものの、カウンターパート機関であるキルギス民族大学の学長の交代、さ

らに第一副学長の交代へと飛び火し、結果的に KRJC の共同所長の交代（イサミジーノフ氏か

ら 2006 年 3 月にオルマンベコーワ女史）へとつながった。これが現在まで尾を引いておりキ

ルギス側の体制が安定しないことから 2005 年 6 月以降、合同調整委員会が開催できない状況

が続いている。このため、増床と収益の活用など重要事項が未解決のまま繰り越されている。 
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第４章 プロジェクト実施プロセスの検証 
 
4-1 プロジェクトの実施プロセス 

評価項目 
必要なデータ 
（指標） 

調査結果 

活動の実施 活動は計画どお

りに行われてい

るか。計画と実

績にどの程度合

致しているか。 

 2003 年 7 月に PDM と暫定活動計画が作成されたが、前者は定量的指標（目標

値）を示しておらず、後者も詳細計画ではないことから、計画と実績を比べる

ことは困難である。 
 ビジネスコースにおいて長期専門家の不在期間が合計で約 1 年 8 ヶ月あり、そ

の間に活動は行われなかった。ただし、同コースについては法人一括契約によ

る事業実施によって活動の建て直しを図り、長期専門家の不在も比較的軽微な

影響に止まったといえる。総じて活動は適切に実施され、着実に成果に結びつ

いている。 
プロジェク

トの運営と

関係者間の

コミュニケ

ーション 

意思決定過程は

どのようになっ

ているか。プロ

ジェクト内のコ

ミュニケーショ

ンは適切であっ

たか。 

 重要事項については本プロジェクトの意思決定機関である JCC で行われる仕

組みになっている。ただし、2005 年 3 月のチューリップ革命（アカーエフ大統

領の追放）は、その直後には本プロジェクトに影響はなかったものの、カウン

ターパート機関であるキルギス民族大学の学長の交代、さらに第一副学長の交

代へと飛び火し、結果的に KRJC の共同所長の交代（イサミジーノフ氏から

2006 年 3 月にオルマンベコーワ女史）へとつながった。これが現在まで尾を引

きキルギス側の体制が安定していないことから 2005 年 6 月以降、合同調整委

員会が開催できない状況が続いており、重要事項が未解決のまま繰り越されて

いる。なお、学長選挙の見通しは不透明ながらも 2006 年秋に一応予定されて

いる。 
 本プロジェクトの日本側チームは、経験豊富な専門家（及びコンサルタント）

から構成されており、意思疎通は大過なく行われている。 
当事者意識 カウンターパー

ト機関の本プロ

ジェクトに対す

る 認 識は 高 い

か。 

 本プロジェクトのカウンターパート機関はキルギス民族大学である。同大学は

「支援委員会」が運営していた 2000 年 7 月から同大学 7 号館を KRJC の施設

として提供している（それ以前は国会議員会館 3 階にあった）。現在、KRJC に

対して大学 7 号館の 2 階全部と 3 階の一部を無料で提供しており、また光熱費

（電気・水道代）もすべて負担している。 
 KRJC は、日本側 1 名とキルギス側 1 名（キルギス民族大学第一副学長）の計

2 名の共同所長体制で運営されている。ただし、後者の KRJC 事業に対する関

与は少ない。 
技術協力の

方法 
技術移転の方法

や形態に問題は

ないか。 

 カウンターパートの配置はキルギス側共同所長 1 名のみであり、本業は大学幹

部（教員）であるため、技術移転の対象とはなりにくい。KRJC 現地職員は厳

密にはカウンターパートではないものの、実質的にはカウンターパートかそれ

以上の技術移転を受けているといえる。またビジネスコースでは、経営アカデ

ミーとビシュケク財務経済アカデミーの教員が共同講師として謝金ベースで活

用されている。彼らは外部者であるものの、実質的にはカウンターパート的な

役割を果たしており、結果的に広義の技術移転の受け皿となっている。プロジ

ェクトの実施体制が当初からそのようになっている以上、現段階では最善のア

プローチを取っているといえる。 
 ビジネスコースについては 2005 年度後半から法人一括契約による業務実施型

で事業を行っている。変化が激しくカバーする領域の広いビジネス分野におい

ては適切なアプローチとなるよう、ニーズ調査を実施したうえでコースを設計

しており、かつ、モニタリングを行いながらコース内容を見直す方法をとって

いる。 
 本プロジェクトは JICA と国際交流基金との共同プロジェクトでもあり、日本

語コースについては同基金から派遣された日本語教育専門家が指導を行ってい

る。 
 相互理解促進事業については JICA 専門家（業務調整員が兼任）が担当してい

る。以上のように、本プロジェクトでは各事業においてそれぞれのスキームの

長所を生かしたアプローチを採用しているといえる。 
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モニタリン

グと評価プ

ロセス 

モニタリングと

評価の方法は適

切か。 

 ビジネスコース、日本語コースともに志願者数、受講者数、修了者数などのデ

ータをきちんと保管している。また相互理解促進事業においても参加者数を把

握している。ホームページのアクセス件数については 2005 年 12 月からカウン

トを始めたが、2006 年 7 月中に完成する新しいホームページでは最初からアク

セス件数が把握できるように設計している。また KRJC についての新聞記事や

放映プログラムについてもその切抜きと英訳、さらに一覧表が作成されており、

メディアがどの程度の頻度でどのようにKRJCを認識しているかが分かるよう

になっている。 
 その他、一般市民に対する認知度調査も行われているほか、元受講生を登録し

メーリングリストに入れて絶えず彼らに新しい情報を提供するといった工夫も

行っている。 
 また専門家は半年ごとに「技術協力プロジェクト実施運営総括表」を作成して

おり、本中間評価調査も含めてモニタリングと評価は適切に実施されている。
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第5章 5 項目評価 
 
「KRJC がキルギスの市場経済化に対応する人材の育成において重要な役割を果たすようになる」及

び 、「KRJC による情報提供及び各種イベントを通して両国民の相互理解が促進される」という本プロ

ジェクトの目標のもと、実践面に力点を置いたビジネスコース、日本語コース、さまざまな交流イベン

トなどによる相互理解促進事業といった各活動が効率的・効果的に実施されており、一定の成果は上が

っていることが確認された。 
しかしながら、よりニーズに適合したビジネスコース、日本語コースの実施、地方展開も含めたイン

パクトの拡大、スタッフや現地講師のさらなる育成による自立発展性を高める取り組みなどについては、

継続的な改善を行いながらそれらの実現を図っていくことが必要である。JICA 事業評価ガイドライン

に基づき、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点からの評価は以下

の表のとおり。 
 
5-1 妥当性（Relevance） 
評価大項目 評価小項目 必要なデータ 調査結果 
キルギス共

和国の開発

計画との整

合性 

上位目標は国家

目標・開発ニー

ズに合致してい

たか。 
 

国 家 開 発 政

策 、 人 材 育

成・教育政策 
日本／キルギ

ス外交政策 

 キルギスの「2010 年までの包括的開発フレームワーク（CDF）」
の第 1 フェーズに当たる「国家貧困削減計画（NPRS）

2003-2005」によれば、貧困削減に向けた国家開発の重点分野

として以下の 3 つを挙げている。 
①  有効で透明な国家運営（ Effective and transparent 

administration of the State） 
② 公正な社会の建設（Building a fair society） 
③ 持続的経済成長の確保（Ensuring sustainable economic 

growth） 
 このうち「持続的成長の確保」の中で、戦略的セクター（電力、

電話、石油・ガス、航空、金採鉱セクター）にある企業の民営

化推進、中小企業育成・活動支援などが謳われている。本プロ

ジェクトの「プロジェクト目標」のひとつは、市場経済化に対

応する人材を育成することであり、その点で同国の開発計画・

ニーズに合致している。 
 「中央アジア＋日本」対話の中には、キルギス国もメンバーに

入っており、同行動計画では中央アジアと日本の文化交流・人

的交流を促進することを提唱している。 
受益者のニ

ーズとの整

合性 

プロジェクトは

ターゲットグル

ープのニーズに

合致しているか

（支援事業の選

定、特に支援方

法・アプローチ

は適切であった

か）。 

受 講 者 の 認

識、企業、産

業界の認識、

類似教育機関

の活動 

ビジネス： 
 主なターゲットグループは、企業経営者、中間管理者、起業家

たちである。その点で上述の NPRS の目指すものと合致してい

る。特にビジネスコースについては 2006 年 1 月にベースライ

ン調査とニーズ調査を実施し、この結果を踏まえて基本構想を

固めた後に周到に個別のコース設計をしている。さらにキルギ

ス人講師を日本人講師の共同講師として活用することで、受講

生のきめ細かなニーズに対応している。KRJC は受講生、経済

団体、高等教育機関（経営アカデミー、ビシュケク経済財務ア

カデミー）のすべての関係者から総じて高い評価を得ている。

 他のドナーとの比較では、GTZ が職業訓練校に対して技術支援

を提供しているほか、起業家や中小企業経営者に対して研修を

行うことができる講師（トレーナー）を養成している。しかし

その数は 18 人と少なく、増大するニーズに対応するという点

でこのプロジェクトは KRJC 事業と補完関係にある。 
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   KRJC は以下の特徴をもったコースを提供しており、既存のキ

ルギスの高等教育機関にないユニークな役割を果たしている。

 実務経験豊富な日本人による日本式経営の直接指導（貴

重かつ唯一の機会提供） 
 キルギスの状況を踏まえた実用的かつ理論的なコース内

容 
 市場経済化に資する起業家や新規事業検討者に焦点を当

てたコースの提供 
 既存の現地プログラムにはない短期集中型で廉価なコー

スの提供 
日本語： 
 同じアジアの同胞としてキルギス人は日本に対して親近感を持

っているようである。新規学習者（初級Ⅰ）を募集したところ、

過去2年とも毎回40名の枠に対して160～200名の希望者が殺

到した。しかし今回調査で、彼らの日本語学習の動機は親近感

だけではなく、初級Ⅰクラスの受講生の一人は起業のために日

本語を学習しているとのことであり、また通訳クラスの受講生

の一人は「観光サービスにおけるマネージメントおよびマーケ

ティング」という修士論文を書くために文部科学省の国費留学

試験の準備をしているということが判明した。したがって、日

本語コースの提供は市場経済化に資する人材を育てるという点

でも、両国の相互理解を深めるという点でも、プロジェクトの

目的に合致している。 
 また以下 3 つのニーズに応えたコースが開講された。 

① 以前には国際交流基金の訪日研究でしか教師養成プログ

ラムを受ける機会がなかったキルギス人教師向けに、教

師養成コースを開講した。 
② 初級の選考にもれた人のニーズに少しでも応えるため、

日本文化の紹介やひらがな指導を織り込んだビデオコー

スを実施した。 
③ ｢要人挨拶｣や「日本センタービジネスコース講義」など

キルギスのニーズに合致した内容の通訳･翻訳コースを

開講した。   

 

カウンターパー

ト機関の選定は

適切であった

か。 

専 門 家 情 報

（文書及び口

頭説明）、事前

評価調査団報

告書 

 キルギス民族大学はキルギスにおける最高学府の一つであり、

日本センターを効果的に運営していく上でも、最適のパートナ

ーである。同大学は KRJC に対して大学 7 号館の 2 階全部と 3
階の一部を無料で貸与しており、また光熱費（電気・水道代）

を R/D どおり負担している。 
 一方、人的投入についてはキルギス側から（キルギス民族大学

第一副学長）共同所長が１名投入されているが、キルギス側共

同所長の KRJC 事業に対する関与度は低い。 
日本の ODA
政策との整

合性 
 

協力内容は我が

国及び JICA の

重点方針に合致

しているか。 

JICA 国別事

業実施計画 
 1997 年に橋本総理（当時）が提唱した「ユーラシア外交」の中

でシルクロード地域との関係を積極的に展開するとの方針が明

らかにされた。また 1999 年には、中央アジアに対する中長期

支援戦略を策定することを目的とした「中央アジア援助研究会」

において、①市場経済化のための制度整備、②産業振興、③貧

困層への配慮を重点分野とする提言が行われた。 
 2004 年に立ち上げられた「中央アジア＋日本」対話の行動計画

の中には、貧困削減、貿易・投資、ビジネス振興の面で日本セ

ンターを活用し、中央アジア諸国に協力することが討議されて

いる。 
 JICA ではキルギスに対する援助重点分野として、①貧困削減、

②市場経済化支援、③グッドガバナンス支援の 3 分野を定めて

おり、本プロジェクトの目指すものと軌を一にしている。 
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5-2 有効性（Effectiveness） 
評価大項目 評価小項目 必要なデータ 調査結果 

プロジェクト目

標は、プロジェ

クトのアウトプ

ットの結果もた

らされたか。 
 

プロジェクト

実施運営総括

表、専門家・

関係者・受講

者の意見 

KRJC はキルギスの市場経済化に対応する人材育成において貴重

な役割を果たしつつあり、また両国民の相互理解促進に貢献してき

ている。その点でプロジェクト目標を達成する見込みは高い。4 つ

の活動（①開かれたセンター運営、②ビジネスコースの提供、③日

本語コースの提供、④相互理解促進のための活動）は、プロジェク

ト目標の達成に向けて適切に結びついている）。 

プロジェク

ト目標の達

成予測 

プロジェクトの

実施によって、

受益者／ターゲ

ットグループは

適切なサービス

を受けることが

できたか。 

プロジェクト

実施運営総括

表、専門家・

関係者・受講

者の意見 

＜市場経済化に資するビジネス実務人材の育成＞ 
 アンケート調査等の結果から、起業家や中小企業経営者のニー

ズを十分に満たしているといえる。また、KRJC は受講生、経

済団体、高等教育機関（経営アカデミー、ビシュケク経済財務

アカデミー）の全ての関係者から総じて高い評価を受けてい

る。ちなみにビジネスコースでは A コースと C コースで志願

者を審査し絞り込みを行っている。倍率は 2004 年度 A コース

（受講費無料）2.4 倍、2005 年度 C コース（受講費無料）1.7
倍、2006 年度 A コース（受講費 200 米ドル）2.1 倍となって

いる。 
 ビジネスコースの元受講生 92 名（2004 年度 A コース 38 名、

2005 年度 C コース 54 名）に質問票を送り 12 名から回答を得

た。その結果 12 名中 11 名が「新しい会社を設立し、新規事業

に乗り出した」と答え、1 名が「職場内で昇進した」と答えて

いる。 
 これに加えて貧困削減の観点から、健常者だけでなく聴覚障害

者に対する IT コースも 2006 年から提供を開始しており、お

おむね高い評価を受けている。 
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  ＜日本語コースの提供＞ 
 2006 年 7 月に実施された 2005 年度の学習者に対するコース

終了時アンケートでは、｢日本語の授業は役に立っていますか｣

という問いに対して、「とても役に立つ」「まあ役に立つ」と回

答した割合が全体で 92.9%と、非常に高い数字になっている。

KRJC のような公教育以外の場では、コースに不満のある受講

生はコース終了時には出席しなくなっているために、コースに

問題があっても高い満足度を示す数字が出ることはあるが、出

席率も 2006年 6 月の時点では、初級 1 が 76％、初級 2 が 72％、

中級 1 が 71％、上級が 83％、通訳翻訳コースが 70％となって

おり、公教育ではない一年間という長い期間のコースとして

は、かなり高い数字になっている。また、2005 年の入学競争

率は初級1で4.08倍、上級で1.65倍と非常に高い。特に2005-6
年度の上級ではこの年度の募集から有料化されたのにも関わ

らず、前年度比で 22％も受講希望者数が増えており、KRJC
の授業内容が受講者に高く評価されていることが示されてい

る。 
 習熟度としては、初級 II のコース修了時で日本語能力試験の

ほぼ 3 級程度、中級 II のコースの修了時で日本語能力試験の

ほぼ 2 級程度が想定されており、最終試験では日本語能力試験

２級と同じく 60%以上の正解率で修了とされる。中級 II の修

了者向けには以前より上級コースがあったが、2005 年度には

それに加えて日本語能力試験 1 級対策講座、通訳・翻訳者養成

準備研修会も開かれた。 
 通訳者翻訳者養成準備研修会数は 13 人、上級コースの修了者

数は 32 人、中級 II の修了者数は 30 人となっており、高いレ

ベルを持つ学習者が着実に増えている（各年のコース修了者数

はミニッツ Appendix6 を参照）。一方で、初級者向けクラスに

は、これまで 66 人が参加しており、日本語を学びながら日本

に親しんでもらうことを目的とした「ビデオクラス」には 296
人が参加している。日本語のみならず日本そのものへの漠然と

した関心を持つ幅広い層のニーズに応えている証ともいえる。

 教材は「みんなの日本語」とそれに準拠した副教材等が使用さ

れている。「支援委員会」によって運営されていた時代から毎

年少しずつ改善を進めながら使用されており、専門家・受講

生とも総じて教材が適切と判断している。また現地講師であ

るガリーナ講師が編集した「漢字物語」は、漢字の成り立ち

をイラストでも紹介し、ロシア語の解説もつけた教材で、イ

ンタビューでは「覚えやすい」との意見が聞かれた。よって

現地のニーズに合致した適切な教材だと言える。したがって、

日本語コースは受講生に高い便益を与えていることが明らか

であり、有効といえる。 
＜相互理解促進＞ 
 KRJC は一般市民を対象に開かれた活動を行っている。これま

でに 35 の公開行事が開催され、参加者の累計は約 7500 名に

達する。また毎週行われている多様な文化活動への参加に加

えて、関心がある人は誰でも図書、映像・音響資料を無料で

館内利用できる。このようにキルギス人の既存のニーズに対

応するだけでなく、日本に対する新たな関心を呼び起こし、

相互理解と友好関係の促進に貢献している。 
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目標及び成果達

成にかかる促

進・貢献要因は

何か。 

プロジェクト

実施運営総括

表、JICA・専

門 家 ・ 関 係

者・受講者の

意見 

多くの促進・貢献要因が考えられるが、幾つかを以下に列挙する。

＜センター運営管理＞ 
 キルギス国民の教育水準が高いこと。また KRJC において優

秀な現地職員が確保され、OJT で適切な訓練が施されている

こと。 
＜ビジネスコース＞ 
 これに加え、現地リソース（経営アカデミー、ビシュケク財務

経済アカデミー等）を活用することによってきめ細かなニーズ

に対応したコース提供が可能となった。 
 2004 年度 A コースの修了者 41 名の中から 5 名に対して本邦

研修を実施した。これは受講生徒にとって大きなインセンティ

ブになった。 
＜日本語コース＞ 
 支援委員会による運営の頃からの日本語教育に関する経験、ノ

ウハウ、カリキュラム等は現在のコース運営管理にかなり貢献

している。また 1999 年に発足したキルギス日本語教師会の活

動も活発で大学等の日本語教育機関の協力・連携も円滑に行わ

れている。このことは日本語コースが目指しているキルギス全

体の日本語教育支援の発展に対して、大きく貢献している。 
 活発に行われている相互理解事業とのリンクが、日本人数・日

本語使用機会が少ない中でも、日本語学習への動機付けを高め

ている。 
＜相互理解促進事業＞ 
 青年海外協力隊員が日本センターの文化行事や定期的活動（和

太鼓・生け花・歌唱指導など）に自発的かつ積極的に関与した

ことが、活動の充実と拡大につながっている。 
 機材（和太鼓や音響機器）がある程度整備されたことによって

活動の幅が広がってきている。 

プロジェク

ト目標及び

成果の達成

のための促

進・阻害要因 
 

目標及び成果達

成にかかる阻害

要因は何か  

プロジェクト

実施運営総括

表、JICA・専

門 家 ・ 関 係

者・受講者の

意見 

 2003 年 5 月に現施設の改修工事が終了し、約 850 ㎡の延べ床

面積において事業を展開しているが、ビジネスコース、日本語

講座、相互理解促進活動の実施、また一層の展開にとって手狭

となっている。2005 年 6 月の JCC においてキルギス側と善処

する方向で合意したが、今日まで問題解決に向けた進展がな

い。 
 2006 年度より現地業務費が大幅に減額になり、新たな事業展

開が難しい環境に置かれている。 
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外部条件の

変化や影響 
 
 

外部条件に変化

はあったか。プ

ロジェクトに対

してどのような

影響があり、ど

のようにそれに

対応したか。 

プロジェクト

実施運営総括

表、専門家・

関係者・受講

者の意見 

 2004年8月に IT及び相互理解促進事業担当の主任格の現地職

員 1 名が退職したために、当時計画していた IT 研修の実施が

見送られた。また、2005 年 4 月にビジネスコース主任の現地

職員が退職したが、もう一人の若手職員 1 名（ハンガリー国費

留学経験があり、英語堪能に加えてアカデミックな素養を持

つ）が同主任の不在の穴を十分に埋めた。 
 2005 年 3 月 24 日の政変（いわゆる「チューリップ革命」）に

より、それまで KRJC の事業に深く関わってきたキルギス側

カウンターパートの顔ぶれが変わり、かつ（カウンターパート

機関の長に当たる）キルギス民族大学学長の座をめぐってキル

ギス側にて発生した係争が長らく解決せず、日本センター事業

に関する双方の実質的な協議が 2005 年 10 月から 2006 年 6 月

まで行われていない。この間、KRJC の運営はもっぱら日本側

の判断において進めざるを得なかった。このため、双方の合意

が必要な増床問題、現地 NPO 法人のステータスを持つ KRJC
の収益使途などの課題が未解決、未決定のまま繰り越されてい

る。 
 その他、R/D 及び PDM に記載されていないが、重要事項とし

て 2005年 2 月にKRJCは正式な手続きを経て特定非営利法人

（NPO）となったこと、さらに同年 5 月に教育機関としての

ライセンスを取得したことによって受講料を徴収できるよう

になったことが特筆される。法人化は本プロジェクト開始以来

の主要懸案事項の一つであった。これによりセンター運営に関

するある程度の自己収入を見込めるようになったことは、将来

の自立発展性につながる重要な前進であると思料される。 
 
5-3 効率性（Efficiency） 
評価大項目 評価小項目 必要なデータ 調査結果 
成果の効率

性 
成果を達成する

ための投入と活

動は適切であっ

たか。 
 

プロジェクト

実施運営総括

表、専門家・関

係者・受講者の

意見 

 一部の活動に空白期間があったものの、プロジェクトの成果を

達成するための投入と活動は総じて適切になされている。 
 
 
 

以下、各事業別に記載。 日本側投入

の適切さ 
 

ビジネスコース プロジェクト

実施運営総括

表、JICA・専

門家の意見 

 2003 年 4 月のプロジェクト開始後、長期専門家（ビジネスコ

ース）が着任するまで準備等の関係で、約 1 年間の空白期間が

生じたため、当該分野の活動は実質的に 2004 年度から開始さ

れた。 
 また上記の長期専門家帰国後（2005 年 3 月）、ビジネスコース

の計画作りを行うための短期専門家（コンサルタント）が派遣

されるまでに 8 ヶ月弱の空白期間が生じた。そのため、2005
年度中のビジネスコースは A コース（企業家育成コース）が実

施されず、複数の短期セミナーを実施するにとどまった。 
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日本語コース プロジェクト

実施運営総括

表、JICA・専

門家の意見 

 日本側からは現在まで長期専門家 2 名、指導助手 1 名、現地採

用日本人 2 名が投入されてきた。大きな空白期間や活動が停滞

することは特になかった。常時キルギスの日本語教育における

問題解決に当たっている専門家はもちろんのこと、指導助手と

現地採用枠の日本人講師の投入により、授業の面では翻訳者・

通訳者のためのコースなどが新設され、また運営面ではファイ

ルメーカーによる学籍管理データベースが整備されコース運

営が効率的に行われるようになった。 
 カリキュラムの効率性に関しては、2 年間に 666 時間をかけて

初級を修了すること自体は、日本と関係の強い東アジアや日本

国内の例に照らすと特段に効率性の高いケースであると言え

ない。しかしながら、本コースのカリキュラムはよく練りこま

れており、それが前述の高い評価という結果につながってい

る。キルギスのような日本語への需要がそれ程高くない国で

は、基準どおりに初級を 300 時間で終わらせれば落伍者が多く

出るのが通常であり、多少時間をかけてでも、高い出席率を維

持することが、効率性のよいコース運営といえる。 
 以上のように人的資源の投入に関しての効率性には全く問題

がないが、2004 年度の施設の使用状況を見ると昼間（9:00～
17:00）の教室稼働率が 15.3％と低めの数字になっている（主

にビジネスコースが利用しているセミナールーム2は算入して

いない）。 
相互理解促進事

業 
プロジェクト

実施運営総括

表、JICA・専

門家の意見 

 相互理解促進事業はプロジェクト開始以来、特に活動が停滞す

ることもなく、地道かつ着実に行われてきている。今後は冬季

にどのようなイベントを企画していくかが当面の課題といえ

る。 
 図書及び映像・音響資材もよく利用されている。また本プロジ

ェクトのホームページは 2004 年 4 月に作成されたが、2006
年 7 月に全面リニューアルされた。 

 
サイト提供、所

長（カウンター

パート）の配置、

諸経費負担は適

切であったか。 
 

プロジェクト

実施運営総括

表、JICA・専

門家の意見 

 本プロジェクトのサイトは 2000 年 7 月からキルギス民族大学

によって無料で貸与されている。ただし、施設改修工事は日本

側負担で行われた。 
 キルギス民族大学は本プロジェクトの活動にかかる光熱費（電

気・水道代）を負担している。 
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成果達成に向け

て、投入は適切

に運営管理され

たか。 
 

プロジェクト

実施運営総括

表、JICA・専

門家の意見 

 施設については、キルギス民族大学より提供（貸与）を受けて

いるものの、スペースが手狭となっている。このことが、ビジ

ネスコース、日本語コース、相互理解促進事業のさらなる拡大

の制約となっている。センター施設は昼間の利用率が相対的に

低いが、これは若年者を対象とした事業を新規に開始すること

により改善される見込みである。 
 機材については、大型印刷機の一層の活用を図る必要があるほ

かは、聴覚障害者パソコン教室の PC 機材をはじめ、全般的に

良く活用されている。ただし図書については、スペースの制約

上、全図書資料約 5000 冊のうち、開架されているのは 2 割程

度であり、残り 8 割は倉庫に保管されたままになっている。 
 C/P 人員の配置については、実質的には KRJC 現地職員が C/P

として日本人専門家から技術移転（特にセンター運営、日本語

コース、相互理解促進事業）を受けており、また現地高等教育

機関（経営アカデミー、ビシュケク財務経済アカデミー）の教

員も現地講師のリソースになっていることから、広い意味で技

術移転の受け皿（ビジネスコース）となっている。このため

KRJC 全体およびビジネスコースの効率的運営につながって

いる。 
 

 
5-4 インパクト（Impact） 

評価大項目 評価小項目 
必要なデー

タ 
調査結果 

上位目標達

成の見込み 
上位目標はプロ

ジェクト終了後

5-10 年後に達成

されるレベルに

設定されている

か。 

経済指標、他

ドナー文献、

関係者の意

見 

 上位目標は本プロジェクトだけがその達成に貢献するもので

はないが、キルギスの市場経済化は着実に進展している中で、

本プロジェクトも微力ながら着実にその後押しに貢献してい

ると言える。キルギス商工会議所によれば、市場経済化という

環境はすでに整備されており、今後はその「フィールド」で活

躍する起業家や優良企業の台頭が待望されるということであ

った。その意味では長期的に達成が期待される目標は、NPRS
にも謳われているとおり「持続的成長の確保」がふさわしいと

思われるが、その達成の見込みについて論じるには時期尚早で

ある。 
 キルギスと日本の二国間の相互理解と友好関係の促進は長期

に渡るテーマといえるが、KRJC 事業を地道に継続することに

よって、キルギス国民の我が国に対する認知度や好意的感情が

醸成されていくものと考えられる。これについてもその達成の

見込みについて論じるにはさらなる時間の経過を必要とする。

以下、各事業別に記載。 プロジェク

ト実施によ

るインパク

ト、その他の

波及効果 
 
 

ビジネスコース プロジェク

ト実施運営

総 括 表 、

JICA・専門

家・受講生の

意見 

 ビジネスコースについては 2006 年 7 月までに延べ 1200 名以

上のビジネスパーソンに対してセミナーを行った。研修受講後

の受講者の活躍についてはフォローすることは容易ではない

が、元受講生 92 名に質問票を送り 12 名から回答を得た結果、

12 名中 11 名が「新しい会社を設立し、新規事業に乗り出した」

と答え、1 名が「職場内で昇進したと」答えた。この数は少な

いながらも、その受講者当人にとっては計り知れないインパク

トを与えたものと考えられる。 
 KRJC の活動内容については、元受講生と現受講生、経済団体、

高等教育機関も非常に高く評価していることから、今後もコー

ス提供を継続していくことによって、いわゆる「KRJC チルド

レン」なる起業家、実業家が育っていくものと考えられる。 
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日本語コース プロジェク

ト実施運営

総 括 表 、

JICA・専門

家・受講生の

意見 

 日本側からは現在まで長期専門家 2 名、指導助手 1 名、現地採

用日本人 2 名が投入され、日本語コースはすでに大きな波及効

果を創出している。その最大の理由は「他機関で日本語教師と

して勤務している者」を採用条件としていることである。この

採用条件のため、KRJC で OJT を受けた教員が自分の所属先

の大学で、同僚に対して OJT を行うという仕組みができてい

る。キルギスの日本語教員は大学などで教案の書き方さえも教

わる機会がないので、例えば KRJC 非常勤講師の一人は所属先

の国立教育大学で同僚に教案の書き方を伝えており、また日本

センターと他の機関の教師が相互の授業観察を行っている。 
 キルギスから日本への留学生数が 2002 年の 20 名から 2005 年

の 39 名とほぼ倍増していることには、これらの KRJC の活動

も貢献していると思われる。 
相互理解促進事

業 
プロジェク

ト実施運営

総 括 表 、

JICA・専門

家・受講生の

意見 

 KRJC は一般市民を対象に開かれた活動を展開し、これまでに

35 回の行事で 7500 名を超える参加者を得ている。また多様な

文化活動へ定期的に参加している人もいる。さらにビシュケク

に留まらずコチコル、ナリン、カラコル等地方としても行事を

開催している。こうした活動を継続することによって、地道な

がらも広く相互理解が促進されていくものと考えられる。 
その他予期され

なかった正負の

影響や波及効果 
 

プロジェク

ト実施運営

総 括 表 、

JICA・専門

家・受講生の

意見 

 本プロジェクトがもたらした影響（現時点ではインパクトの萌

芽）としては、KRJC 現地職員が事実上のカウンターパートと

して（センター運営、日本語コース、相互理解促進事業におい

て）確実に力をつけていること、またビジネスコースの共同講

師がキルギス民族大学以外の高等教育機関（経営アカデミー、

ビシュケク財務経済アカデミー）から招聘され、彼らが日本人

講師から学びながら共に活動していることである。 
 彼らの存在と活躍は、今後の本プロジェクトの成否とインパク

トの大小について大きな鍵を握っているといえる。 
 
5-5 自立発展性（Sustainability） 

評価大項目 評価小項目 
必要な 
データ 

調査結果 

制度的側面 KRJC のステータ

スは保証されてい

るか。存続基盤は

確保されている

か。 

プロジェク

ト実施運営

総 括 表 、

JICA・専門

家の意見 

 2005 年 2 月に KRJC は正式な手続きを経て特定非営利法人

（NPO）となった。さらに同年 5 月に教育機関としてのライセ

ンスを取得したことによって受講料を徴収できるようになっ

たため、存続のための最低限の基盤は確保されている。 

組織的側面 活動が円滑に行わ

れる体制が構築さ

れているか。キル

ギス側スタッフだ

けでコース運営が

可能か。 

プロジェク

ト実施運営

総 括 表 、

JICA・専門

家の意見 

 本プロジェクトのカウンターパートはキルギス民族大学から

配置されている共同所長であるが、事実上のカウンターパート

は日本側が雇用したセンター職員 19 名（うちフルタイム職員

10 名）である。センター運営、日本語コース、相互理解促進

事業に関しては、日本側からは多大な支援がなくとも、彼ら自

身である程度の規模と質を確保した活動を実施できる能力が

身に付いてきている。 
 日本語コースにかかるセンター職員の能力としては、日本から

派遣していた専門家の急逝時にもコースを維持できたことか

ら、現地への最低限の技術移転が済んでいることが示されてい

る。これは、単に教室内の授業だけでなく、成績管理などのコ

ース運営自体もガリーナ主任講師に任せられていた事にもよ

る。 
 ビジネスコースについては、１）ビジネス自体がダイナミック

で絶えず変化しており常に新しい知識やスキルを必要とする

こと、２）KRJC が日本式経営を教えることを特色としている

こと、３）コース設計・運営の大半が日本人（コンサルタント

会社）によって運営されていることから、日本側の多大なイン
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プットや支援なしには事業を継続することは困難であると思

料される。他方、ビジネスコースでは外部高等教育機関から共

同講師を招聘している。なお、経営アカデミーのアルマス第一

副学長は「KRJC のビジネスコースを物理的に経営アカデミー

で開催してもよい。そうすれば本学の共同講師も参加しやす

い」と述べている。さらに同副学長は、将来 KRJC と同アカデ

ミーの両機関が認定した修了証書を受講者に授与するアイデ

アについても柔軟かつ好意的に考えており、「そのことが修了

証書の価値を高めるのであればそのほうが望ましく、また同様

のことはすでに他の機関とも実施しており、自分は当該事項に

ついて責任を負える役職についている」と述べている。 
財政的側面 財政状況は良好

か。自主財源確保

の取り組みは状況

は良好か。 

プロジェク

ト実施運営

総 括 表 、

JICA・専門

家の意見 

 法人化と教育ライセンスの取得によって、KRJC はある程度の

収入を見込めるようになった。2005 年から受講料や会費の徴

収を開始したが（詳細はミニッツ Appendix2 を参照）、2006
年 6 月までの 10 ヶ月間で積み上がった収入は 882,162 ソム

（US$22,054）である。これを仮に 2005 年度の全活動経費（総

支出）と対比させてみると、12％弱に該当し、同収入を仮に

12 ヶ月間（1 年分）に換算して対比した場合は 14％弱を占め

ることになる。 
 ビジネスコース（A コース）について大半の学生が現行の 200

米ドル以上の価値があると述べており、若干の値上げも可能と

思われる。 
 日本語コースの財政面では、今のところ授業料収入だけで非常

勤講師の謝金はまかなえている。現在の高い入学競争率を考え

ると、もっと授業料を上げても学習者が集まることは想像に難

くないが、公共性も考えると、財政面の自立・発展性を高める

ためにのみ、値上げを行うべきかどうか、検討の余地がある。

 この経費には日本人専門家（及びコンサルタント）の派遣、

JICA-Net 回線使用料などの費用は一切含まれていない。技術

協力プロジェクトの形態でいつまで実施するか、また自主財源

をどの程度まで引き上げることか望ましいか（実際に可能なの

か）、技術協力プロジェクト終了後どのように運営していくか

について今後の検討が必要になろう。 
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第6章 教訓・提言 
 
6-1 日本センター事業実施方針について 

現在、JICA の技術協力プロジェクトにより運営されている日本センターは、KRJC を含め、9 カ

国計 10 センターにのぼる。これらの日本センターは、その目標及び性格に照らすと相当程度の永続

的な活動が求められるものであろう。一方、そのように長期に渡る活動が想定されるものを現行の

ODA 予算による技術協力プロジェクトにて実施し続けていくかどうかは、慎重な検討が必要となる。

日本センター事業全体の長期ビジョン・運営方針については現在、全センター横断的かつ網羅的に検

討している 中であり、日本センターの自立発展性を評価するうえでも、このような実施方針が明確

化されることが必要である。 
 
6-2 運営体制 
（１）C/P との関係 

C/P であるキルギス民族大学のセンター運営に対する関与度は、他の中央アジアの日本センターと

同様に低い。それは、カウンターパートの配置が 1 名だけであることに見られるように、プロジェク

ト設計当初からこのことは内包されていた課題である。しかしながら、このことにより KRJC は日本

側のイニシアチブのもとに、効率的・効果的な運営がされてきたことも事実である。ただし、このこ

とはキルギス側の貢献度が低いということではなく、これまでキルギス民族大学は KRJC を高く評価

しており、KRJC の運営のための施設の無償貸与、光熱水費の支払い等を継続的に負担している。今

後、KRJC がその活動を継続・発展させていくためにはキルギス民族大学が C/P としてさらに積極的

な支援を行うことも必要であろう。 
一方、現在の枠組みでは、C/P の関与が限定されており、各活動の実施を含むセンター運営の知識

やノウハウをキルギス側に移転させることを難しくさせているといえる。現にセンター運営はスタッ

フの雇用等も含めて主に日本側が直接実施している状態である。このことは KRJC の自立発展性を追

及していく場合には障壁にもなり得る。C/P の関与をどこまで高めていくのか、またそのためにはプ

ロジェクトの枠組みをどうするのか、ということについては、現在検討されている日本センター事業

全体のビジョンに鑑みながら整理をしていく必要があろう。 
（２）法人格の確立 

KRJC は、2005 年 2 月に特定非営利法人（NPO）として登録し、さらに同年 5 月、教育機関とし

てのライセンスも取得している。こうして KRJC はキルギス民族大学とは別組織としての法人格を持

つこととなり、自立的なステイタスを確立した。このことにより教育機関としての受講料を徴収する

ことができるようになったほか、事業受託なども含めて収益向上に取り組むことが可能となり、KRJC
が、より自立的な組織となっていくための基盤が整ったといえる。なお、KRJC としては今後、この

ことを 大限に生かして財政状況を強化することが求められる。 
（３）収入の使途 

KRJC の運営・活動経費(2003 年度 US$445,027、2004 年度 US$305,147、2005 年度 US$191,178)
は現在ほぼすべて JICA 側の予算から支出している（キルギス側負担の光熱水料は大学の他の施設の

部分と併せた利用であり、個別に算出できないためにここから除いている。また、JICA 側が投入し

ている日本人専門家派遣経費、本邦への研修受入経費、機材購入費も除いている）。KRJC の財政上

の自立性を高めていくためには、これらの運営・活動経費をできるだけ自己収入で賄えるようにする
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必要がある。 
一方、上述したように KRJC は特定非営利法人（NPO）として独自の法人格を持ち、かつ教育機関

としてのライセンスを得たことにより、受講料等の収益を上げることが可能となっており、2006 年 6
月までで US$22,054 の収入が積み立てられている。これらの収入は現在までは支出に当てられてい

ないが、会計年度をまたぐ場合は法人税がかかるために、各年度内に支出をすることが望ましい。

KRJC の自立性を向上させるためにも、キルギス民族大学と JICA との間で、支出項目について早急

に決定することが必要である。 
（４）センター現地職員の育成 

KRJC は、優秀な人材の定着率が高い。その理由として、１）キルギスの教育水準が高いため、優

秀な人材が市場にある、２）キルギス国内の物価水準が低いことから、キルギス国内の他の民間機関

に比べて比較的高い給与を支給できる環境にあり優秀な人材が確保しやすい、ことが挙げられる。こ

れら以外にも、以下の項目が KRJC で働くインセンティブとなっており、現地職員の定着につながっ

ている。 
① 現地職員に相当程度仕事の裁量が与えられており、責任を持って仕事に取り組むことが出来

る。 
② キルギスの他の機関に比べて、 新の設備・機材が整備されており、業務を行うための 適

な環境が整っている。 
③ KRJC 内の OJT、国立 IT センターにおける研修や現地職員同士の勉強会などが行われている

ほか、さらに、それらと日本での研修等が効果的に組み合わされた人材育成が進められてい

ることにより、スタッフが「日々成長している」と感じることができる。 
 C/P 機関の関与度が低いプロジェクト設計の中で、センターの自立発展性を考えると、コアスタッ

フの育成、強化が重要になってくる。昇給、昇進が限られている中で、現地職員の意欲を持続させて

いくには給与以外のインセンティブが重要となってくる。KRJC では上述のように現地職員に一定の

裁量を与えたり、効果的な人材育成を行ったりしていることで、KRJC で働くインセンティブを提供

し続けている。 
（５）スペースの問題 

KRJC の認知度が高まるにつれ、KRJC の活動へのニーズが顕在化してきており、それらのニーズ

に応えるため、またより効率的・効果的な講義を行うためには、ビジネスコース、日本語コースとも

クラス数を拡張することが必要となっている。KRJC は他国の日本センターに比べても手狭であり、

キルギス民族大学の協力により、KRJC のスペースを拡大することが必要である。 
 
6-3 ビジネスコース 
（１）ニーズ調査に基づいたビジネスコースの実施 

ビジネスコースは 2005 年秋から、ニーズ調査、ベースライン調査の実施、コースの設計及び運営、

モニタリング結果のコース内容・運営へのフィードバックまでをコンサルタントに一括発注している。

このことにより、キルギスのニーズをより詳細に把握したうえで、それに基づいた多様なコースを効

率的・効果的に実施することが可能となった。 
（２）地方展開、商工会議所等との更なる連携 

ビジネスコースは現在、ビシュケク市内でのみ実施しているが、そのインパクトを拡大するために

は、商工会議所等の経済団体や大学との連携を推進するとともに、地方展開への取り組みも必要であ
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る。特に、地方展開に関しては、｢中央アジア＋日本｣対話でも提唱されている「貧困削減への貢献」

の観点からも、貧困地域である南部地方の中小企業を対象としたセミナーを実施することが求められ

る。ただし、日本側からの投入には限界があり、また活動の自立発展性や安全面も勘案すると現地リ

ソースを活用していくことが望ましい。そのためには、こうした地方展開においても商工会議所やそ

れぞれの地域の大学等と連携し、現地講師を育成しながら講義を行っていくことを検討する必要があ

る。なお、地方展開は、南部 3 州の中ではもっとも治安の安定しているオシュで実施することとし、

参加者からのフィードバックに基づき、活動内容をよりニーズにあったものに発展させていくべきで

ある。 
（３）聴覚障害者 IT コース 

KRJC では 2006 年度から聴覚障害者 IT コースを始めている。現在コースレベルは 2 つあり、「初

級コース」と「初級コースの成績優秀者向けコース」である。他方、受講者からのヒアリング結果か

らも、キルギスの現状からこれらのコースで学んだことが就職に結びつくまでには、まだ距離がある。

このため、成績優秀者向けのコースは修了生が上記初級コースの講師となることを想定したデザイン

になっているなど、就職の機会を提供するための一定の工夫を施している。今後さらなるインパクト

を生むためには、国立 IT センターとの連携や、障害者支援プロジェクト等の連携が必要になる。 
 
6-4 日本語コース 
（１）量的拡大 

KRJC の日本語コースは競争率が高く、多くの受講希望者がコースを受けることが出来ない状況に

ある。こうした需要に応えるためには、今後は従来の高い質を維持しながらも量的拡大の対策を検討

する必要がある。 
一つの解決案はこれまで午後 5 時以降から実施していた大学生・社会人向けコースのほかに、昼間

に中・高生を対象にしたコースを開講することである。キルギスでは、中等教育機関は午前と午後の

入れ替え制をとっているため、日中のコースであっても、中等教育の生徒であれば、参加が可能とな

る。今回の調査におけるインタビュー結果等からも、中・高生を対象とした日本語コースのニーズが

あることが確認されている。さらに、このコースを開講することによって、KRJC の教室稼働率を上

げることもできる。 
（２）職業別日本語教育 

市場経済化に資する人材を育てるには、職業別日本語教育など、授業内容の多様化も必要である。

すでに通訳・翻訳者のためのコースが開講されており、また、観光ガイドのためのコースも検討され

ているが、その他の業種についてもニーズがあれば積極的に検討してみる価値がある。たとえば、数

名の IT エンジニアが日本語コースを受講しており、彼らを面接するために日本からわざわざ IT 企業

の採用担当者がキルギスまで来るという状況も生まれている。これはすでにキルギス人 IT 技術者が

日本で活躍しているという背景があるからで、今後は「IT エンジニアのための日本語コース」を開講

することも検討に値する。ただし、こういった業務系の日本語コースを開講するには、スタッフに日

本語学や日本語教授法以外のビジネス面での背景知識が必要である。そのためには、日本語コースの

教員の数名を日本センターのビジネスコースに参加させるなどの、部門を横断した実施体制を構築す

る必要がある。 
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）
か

ら
み

た
妥

当
性

、
事

業
実

施
上

の
適

切
性

事
実

確
認

と
適

正
度

判
断

J
C

C
で

の
議

題
・
内

容
、

関
係

者
の

意
見

日
本

セ
ン

タ
ー

戦
略

会
議

、
専

門
家

、
C

/
P

、
職

員
資

料
調

査
、

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

成
果

は
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
を

達
成

す
る

の
に

十
分

で
あ

っ
た

か
？

成
果

発
現

か
ら

上
位

目
標

に
至

る
ま

で
の

論
理

構
成

の
適

切
性

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
実

施
に

よ
っ

て
、

受
益

者
／

タ
ー

ゲ
ッ

ト
グ

ル
ー

プ
は

適
切

な
サ

ー
ビ

ス
を

受
け

る
こ

と
が

で
き

た
か

？

成
果

の
確

認
と

論
理

性
（
な

お
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

全
体

及
び

下
記

３
つ

の
事

業
毎

に
も

検
証

）
＜

事
業

全
体

＞
実

施
体

制
、

運
営

体
制

の
有

効
性

＜
ビ

ジ
ネ

ス
＞

教
材

の
適

切
性

、
実

践
度

も
評

価
。

キ
ル

ギ
ス

国
ビ

ジ
ネ

ス
社

会
で

の
評

価
。

＜
日

本
語

＞
教

材
の

適
切

性
、

実
践

度
も

評
価

。
日

本
語

教
育

の
質

の
向

上
。

＜
相

互
理

解
促

進
事

業
＞

イ
ベ

ン
ト

や
事

業
の

有
効

性
を

評
価

。
　

市
民

に
よ

る
認

知
度

・
評

判

各
コ

ー
ス

の
受

講
生

の
推

移
（
人

数
、

受
講

者
の

傾
向

）
、

受
講

生
・
利

用
者

（
図

書
室

等
）
の

満
足

度
、

施
設

利
用

度
（利

用
者

者
数

。
稼

働
率

の
推

移
）
、

教
材

開
発

・
活

用
、

他
類

似
機

関
と

の
比

較
、

事
業

進
捗

報
告

書
、

関
係

者
の

意
見

マ
ス

コ
ミ

で
の

取
り

上
げ

、
広

報
資

料
、

日
本

へ
の

留
学

生
の

日
本

セ
ン

タ
ー

立
ち

寄
り

度

R
/
D

、
四

半
期

報
告

書
等

の
各

種
報

告
書

、
受

益
者

、
専

門
家

、
C

/
P

、
職

員
、

市
商

工
会

議
所

、
類

似
機

関
か

ら
の

聴
取

資
料

調
査

、
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー

目
標

達
成

に
か

か
る

促
進

・
貢

献
要

因
に

ど
ん

な
も

の
が

あ
る

か

C
/
P

機
関

で
あ

る
キ

ル
ギ

ス
民

族
大

学
側

の
協

力
度

、
開

所
前

の
準

備
関

連
機

関
の

支
援

や
協

力
体

制
の

構
築

（
例

：
在

留
邦

人
の

協
力

）

目
標

達
成

に
か

か
る

阻
害

要
因

は
何

か
関

係
者

の
理

解
、

法
的

措
置

そ
の

他

外
部

条
件

の
変

化
や

影
響

外
部

条
件

が
発

生
し

た
か

、
ま

た
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

ど
ん

な
影

響
が

あ
っ

た
か

？
変

化
が

あ
っ

た
と

す
れ

ば
、

そ
れ

に
対

す
る

対
応

は
適

切
で

あ
っ

た
か

？

政
府

の
支

援
、

市
場

経
済

化
の

動
向

そ
の

他
P

D
M

、
A

P
O

、
短

期
調

査
・
実

施
協

議
・
運

営
指

導
・
中

間
評

価
調

査
報

告
書

、
関

係
者

の
意

見
実

施
運

営
総

括
表

、
仮

評
価

表
、

専
門

家
、

C
/
P

、
職

員
資

料
調

査
、

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

資
料

調
査

、
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー

タ
ー

ゲ
ッ

ト
グ

ル
ー

プ
の

選
定

は
適

当
か

グ
ル

ー
プ

の
ニ

ー
ズ

に
合

致
し

て
い

た
か

ニ
ー

ズ
調

査
結

果
、

ニ
ー

ズ
対

応
（
受

講
生

か
ら

の
要

望
、

事
業

展
開

）
、

プ
ロ

形
・
実

施
協

議
調

査
報

告
書

、
関

係
者

の
意

見

R
/
D

、
四

半
期

報
告

書
、

専
門

家
報

告
書

等
の

各
種

報
告

書
、

相
互

理
解

促
進

実
績

、
受

益
者

、
専

門
家

、
C

/
P

、
職

員

有 効 性妥 当 性

目
標

達
成

の
促

進
・
阻

害
要

因
R

/
D

、
四

半
期

報
告

書
等

の
各

種
報

告
書

、
関

係
者

の
意

見
資

料
調

査
、

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

キ
ル

ギ
ス

政
府

機
関

、
専

門
家

、
C

/
P

、
職

員
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評
価

項
目

調
査

大
項

目
調

査
小

項
目

判
断

基
準

・
方

法
必

要
な

情
報

・
デ

ー
タ

情
報

源
デ

ー
タ

収
集

・
調

査
方

法

施
設

・
資

機
材

・
資

料
の

投
入

及
び

活
用

度

●
質

●
投

入
タ

イ
ミ

ン
グ

●
量

　
　

（
総

投
入

コ
ス

ト
の

妥
当

性
、

各
コ

ー
ス

の
ユ

ニ
ッ

ト
コ

ス
ト

）

＊
以

下
、

各
事

業
別

に
整

理

＜
ビ

ジ
ネ

ス
コ

ー
ス

＞

●
投

入
の

質
（
専

門
分

野
、

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
能

力
、

指
導

力
、

企
画

能
力

、
現

場
要

求
と

の
合

致
度

）
、

一
括

法
人

契
約

の
優

位
性

●
派

遣
時

期
＋

投
入

タ
イ

ミ
ン

グ
●

量
（
人

数
、

期
間

）
●

研
修

受
入

の
成

果
や

効
率

性
（
専

門
分

野
、

選
考

方
法

、
派

遣
時

期
、

人
数

、
期

間
）

＜
日

本
語

＞

●
投

入
の

質
（
専

門
分

野
、

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
能

力
、

コ
ー

ス
企

画
立

案
・
実

施
能

力
、

ニ
ー

ズ
と

の
合

致
度

合
い

）
＊

日
本

側
・
相

手
国

側
双

方
（
な

お
、

短
専

等
研

修
講

師
、

キ
ル

ギ
ス

人
講

師
の

リ
ク

ル
ー

ト
や

定
着

の
た

め
の

方
法

は
適

切
か

、
講

師
の

配
置

も
考

察
）

●
派

遣
時

期
●

量
（
人

数
、

期
間

）

＜
相

互
理

解
促

進
事

業
＞

●
質

（
人

材
配

置
）

●
交

流
事

業
の

活
動

範
囲

●
情

報
発

信
の

内
容

（
日

本
か

ら
キ

ル
ギ

ス
タ

ン
あ

る
い

は
、

キ
ル

ギ
ス

タ
ン

か
ら

日
本

）
●

投
入

タ
イ

ミ
ン

グ
（
開

催
時

期
）

●
量

（
開

催
回

数
と

参
加

人
数

、
ま

た
視

聴
覚

機
材

の
活

用
）

運
営

管
理

の
効

率
性

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

達
成

に
向

け
て

、
イ

ン
プ

ッ
ト

が
適

切
に

運
営

管
理

さ
れ

た
か

？

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

計
画

・
実

施
内

容
、

セ
ン

タ
ー

内
ミ

ー
テ

ィ
ン

グ
の

開
催

度
、

J
C

C
会

議
の

開
催

と
決

定
事

項
、

チ
ー

ム
運

営
と

管
理

方
法

事
業

進
捗

報
告

書
、

J
C

C
開

催
記

録
、

関
係

者
の

意
見

J
C

C
会

議
資

料
、

J
IC

A
事

務
所

・
本

部
に

よ
る

日
本

セ
ン

タ
ー

へ
の

公
電

、
専

門
家

・
C

/
P

・
職

員

資
料

調
査

、
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー

＊
以

下
、

各
事

業
別

に
整

理

＜
ビ

ジ
ネ

ス
コ

ー
ス

＞
　

経
済

面
へ

の
波

及
効

果
受

講
者

の
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
知

識
・
能

力
の

向
上

が
企

業
・
産

業
界

の
業

績
向

上
に

貢
献

し
て

い
る

か

受
益

者
／

タ
ー

ゲ
ッ

ト
は

、
コ

ー
ス

受
講

後
、

業
務

上
、

就
職

活
動

の
上

で
変

化
を

得
た

か
？

（
就

職
、

起
業

状
況

そ
の

他
）
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
他

機
関

（
ビ

ジ
ネ

ス
関

係
）
へ

の
影

響
あ

る
い

は
注

目

＜
日

本
語

＞
社

会
面

へ
の

波
及

効
果

　
日

本
へ

の
理

解
・
関

心
が

高
ま

っ
た

か
。

受
益

者
は

、
コ

ー
ス

受
講

後
、

ど
の

よ
う

に
業

務
あ

る
い

は
就

職
に

活
か

し
た

か
？

（
教

師
ク

ラ
ス

、
日

本
語

コ
ー

ス
と

で
別

途
、

評
価

）
日

本
語

学
習

熱
（
教

師
、

学
習

者
の

人
数

や
傾

向
）

他
機

関
（
日

本
語

）
へ

の
影

響
あ

る
い

は
期

待
度

？
（
例

：
教

材
他

）

＜
相

互
理

解
促

進
事

業
＞

　
社

会
面

へ
の

波
及

効
果

　
日

本
へ

の
理

解
・
関

心
が

高
ま

っ
た

か
。

日
本

フ
ァ

ン
の

数
（
興

味
・
関

心
や

日
本

理
解

）
、

セ
ン

タ
ー

か
ら

の
情

報
発

信
（
キ

ル
ギ

ス
タ

ン
国

に
お

け
る

「
日

本
」
の

プ
レ

ゼ
ン

ス
向

上
）

予
期

さ
れ

な
か

っ
た

正
負

の
影

響
や

波
及

効
果

は
あ

っ
た

か
予

期
し

て
い

な
か

っ
た

好
影

響
あ

る
い

は
悪

影
響

が
あ

っ
た

か
？

四
半

期
報

告
書

等
の

各
種

報
告

書
、

関
係

者
の

意
見

、
専

門
家

の
観

察

効 率 性

四
半

期
報

告
書

、
専

門
家

報
告

書
等

の
各

種
報

告
書

、
相

互
理

解
促

進
実

績
、

J
C

C
会

議
資

料
、

政
府

機
関

、
受

益
者

、
施

設
利

用
者

、
専

門
家

、
C

/
P

、
職

員
、

類
似

機
関

か
ら

の
聴

取

資
料

調
査

、
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー

【
事

実
確

認
に

よ
る

有
無

と
適

正
度

判
断

、
実

績
と

計
画

と
の

比
較

】
投

入
・
派

遣
あ

る
い

は
受

入
実

績
、

専
門

家
の

観
察

、
関

係
者

の
意

見

各
投

入
（
ビ

ジ
ネ

ス
、

日
本

語
、

相
互

理
解

事
業

）
は

適
切

で
あ

っ
た

か
？

投
入

に
見

合
っ

た
成

果
が

達
成

さ
れ

て
い

る
か

？

R
/
D

、
四

半
期

報
告

書
、

長
・

短
専

門
家

報
告

書
、

研
修

レ
ポ

ー
ト

、
研

修
実

施
機

関
、

専
門

家
・
C

/
P

・
職

員
、

元
研

修
員

、
類

似
機

関
か

ら
の

聴
取

イ ン パ ク ト

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
施

に
よ

る
効

果
は

何
か

、
そ

の
他

の
波

及
効

果
は

あ
る

か
？

（
コ

ー
ス

受
講

後
の

様
子

？
）
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評
価

項
目

調
査

大
項

目
調

査
小

項
目

判
断

基
準

・
方

法
必

要
な

情
報

・
デ

ー
タ

情
報

源
デ

ー
タ

収
集

・
調

査
方

法

事
業

の
持

続
性

事
業

実
施

の
現

地
化

（
実

施
体

制
）

事
業

継
続

性
の

確
保

（
自

立
発

展
の

た
め

の
条

件
は

何
か

、
そ

の
条

件
整

備
）

組
織

体
制

（
経

営
基

盤
や

人
材

・
経

営
手

腕
、

コ
ー

ス
運

営
、

ス
テ

ア
リ

ン
グ

・
コ

ミ
ィ

ッ
テ

ィ
メ

ン
バ

ー
の

機
能

・
位

置
づ

け
、

独
立

採
算

制
、

日
本

セ
ン

タ
ー

内
の

人
事

：
採

用
・
教

育
計

画
、

法
的

ス
テ

ー
タ

ス
）

今
後

の
事

業
展

開
（
新

し
い

コ
ー

ス
の

提
供

、
地

方
都

市
へ

の
事

業
展

開
、

独
立

採
算

制
へ

の
移

行
、

相
手

国
の

市
場

経
済

化
政

策
他

）
日

本
セ

ン
タ

ー
の

理
解

度
相

手
国

側
の

当
事

者
意

識
（
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
へ

の
参

画
の

度
合

い
）

R
/
D

、
プ

ロ
形

・
実

施
協

議
調

査
報

告
書

、
専

門
家

の
観

察
、

関
係

者
の

意
見

政
府

機
関

、
C

/
P

、
職

員
、

専
門

家
、

本
部

資
料

調
査

、
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー

日
本

側
の

今
後

の
戦

略
や

協
力

ス
タ

ン
ス

日
本

セ
ン

タ
ー

の
今

後
の

動
向

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

（
2
0
0
8
年

3
月

）
以

降
の

見
通

し
（
ビ

ジ
ョ

ン
、

事
業

・
活

動
計

画
、

管
理

・
運

営
計

画
、

日
キ

支
出

負
担

事
項

の
見

直
し

、
活

動
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
・
評

価
方

法
、

評
価
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 ビジネスコース実績（2004 年度）  
 

 
 
A コース（5ヶ月間ミニ MBA コース）  

 
実施機関 セミナータイトル 場所 

受講者数 
（参加者数）

日付 

1 IDCJ /野村総研 起業及び企業経営コース  KRJC  41 
（昼間 17） 
（夜間 24） 

2004/10/11 
– 

2005/03/08

注：応募者 108 人、当初受講者 43 人、修了者 41 人。 

 

 

Dコース（一日セミナー） 
      講師, 所属 セミナータイトル 場所 参加者数 日付 
1 小野教授, 慶応大学 日本企業の競争戦略 Bishkek 150 2004/04/28 
2 小野教授, 慶応大学 日本企業の競争戦略 Tokmok 150 2004/04/29 
3 マレーシア、韓国、シ

ンガポールからの大学

教授 

東アジアの経済振興 Bishkek  120 2004/04/30 

4 湖上・吉田 JICA シニア

ボランティア  
観光 Issykkul 30 

 
2004/05/29 
– 06/01 

5 森, 日本経済新聞編集主

幹代理 
日本の大企業 Bishkek 200 2004/06/18 

6 長瀬氏，コーエイ総研

会長 
History of Land Development 
in Japan 

Bishkek  40 2004/07/07 

7 加藤専門家, KRJC  日本の会社 Bishkek  50 2004/07/19 
8 加藤専門家, KRJC            日本の会社 Bishkek  50 2004/07/30 
9 加藤専門家, KRJC           日本の会社 Bishkek  20 2004/09/07 
10 加藤専門家, KRJC Management of Japanese Firm Karabalta 150 2004/09/14 
11 内海, PREX 

 
加藤専門家, KRJC 

現在日本のビジネス 
 
キルギス企業の展望 

Bishkek 40 2004/09/17 

12 北村教授, 早稲田大学 拡大 EU と CIS 諸国 Bishkek 20 2005/12/28 
13 加藤専門家, KRJC ラジオトランジスターの歴

史－ソニー 
Bishkek  40 2005/02/09 

合計 610 ― 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

ビジネスコース実績（2005 年度） 
 
 

C コース（一週間セミナー） 
      講師, 所属 セミナータイトル 場所 受講者数 日付 
1 竹井誠, 早稲田大学 日本式経営 Bishkek 65 

(108) 
2005/12/12 - 16 

2 藤澤正一, 東洋エンジニア

リング株式会社 
 

プロジェクトマネジメント Bishkek 71 
(162) 

2006/01/11 -17 

3 Nurlan DJENCHURAEV 
(Svetlana IRMBARD 氏と共

に)   

環境経営手法（中小企業の

ための環境管理システム） 
Bishkek
 

21 
(28) 

2006/03/6 -11  

4 馬場浩, 株式会社経営技術

機構 
企業経営と ISO 9001/14001 Bishkek

 
30 

(41) 
2006/03/17-22 

5 馬場浩, 株式会社経営技術

機構 
一日特別セミナー（公務員

のための ISO 9001/14001） 
Bishkek
 

26 
(26) 

22006/03/20 

Total 213 (365) ― 
注: カッコ内の数字は応募者数。 

 
 
 
JICA-NET 一日セミナー 
      講師, 所属 セミナータイトル 場所 参加者数 日付 
1 橋本氏, 阪神ホテルシステム  サービス業における人材

開発 
Bishkek  38 2005/12/07 

2 杉本教授, 元東洋株式会社社

長 
企業理念と企業経営の重

要性 
Bishkek 47 2005/12/21 

3 チョイ教授, 流通経済大学  顧客中心のマーケティン

グと経営 
Bishkek 51 2006 /01/06 

4 チェリシェフ教授, 新潟大学   日本経済の進化の歴史と

特徴 
Bishkek 38  2006/02/07 

5 1) 竹井誠, 早稲田大学 
2) 染谷由美, ビジネスプラン 
3) Mr. Nurbek ALISHEROV, 
TOKTOM 社創業者 

ベンチャービジネス Bishkek 34 2006/03/13-14

Total 208 ― 
 

 
 
 
 
 
 
 
 



ビジネスコース実績（2006 年度） 
 
 
 

A コース（3ヶ月間ミニ MBA コース）  

 実施機関 セミナータイトル 場所 
受講者数 
（参加者

数） 
日付 

1 
IDCJ  実用的ビジネスコ

ース   
KRJC  43 

（昼間 19）
（夜間 24）

2006/06/05 – 現在 
(2006/09/08 まで） 

注：応募者 92 人。 

 
 
 
Dコース（一週間セミナー） 
 講師, 所属 セミナータイトル 場所 参加者数 日付 

1 
山本俊夫, ウィンウィ

ンビジネスオフィス代

表パートナー    

パナソニックの復

活 
Bishkek 86 2006 /07/06 

 
 
 



 
 
 

キルギス人共同講師（2004年度 A コース） 
 

経営アカデミー（Academy of 
Management under the President of 

Kyrgyz Republic） 

役職 授業科目 日本人専門家 

1 Mr. Shamaral Maychiev 上級講師 商法  なし（単独講義）
2 Ms. Adilhanova Larisa (1) 上級講師 会計 黒田康之 
3 Mr. Almaz Nasyrov  上級講師 ビジネスプランのコ

ンサルテーション 
白石正明 

4 Ms. Gulnara Djunushalieva  上級講師 ビジネスプランのコ

ンサルテーション 
白石正明 

5 Mr. Serik Kubenov 上級講師 ビジネスプランのコ

ンサルテーション 
白石正明 

6 Ms. Asel Alapaeva  上級講師 ビジネスプランのコ

ンサルテーション 
白石正明 

 
ウズベキスタン日本 

人材開発センター（UJC） 
役職 授業科目 日本人専門家 

1 Mr. Durbek Aminovitch 
 

ビジネスコース

主任代行, UJC    
企業と経営  なし（単独講義）

2 Mr. Durbek Aminovitch 
 

ビジネスコース

主任代行, UJC    
人材管理 奥田浩大 

3 Mr. Durbek Aminovitch 
 

ビジネスコース

主任代行, UJC    
ビジネスプランのコ

ンサルテーション 
白石正明 

 
民間企業 役職 授業科目 日本人専門家 

1 Mr. Ulan Ibraimov (2) 
 

主任会計士 会計 黒田康之 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

キルギス人共同講師（2006年度 A コース） 
 

 
経営アカデミー（Academy of 

Management under the President of 
Kyrgyz Republic） 

役職 授業科目 日本人専門家 

1 Mr. Shamaral Maychiev 上級講師 商法 白石正明 
2 Mr. Almaz Nasyrov  上級講師 ビジネスプランニング 白石正明 
3 Ms. Toktogulova Nurgul  上級講師 生産管理 須内真人 
4 Mr. Maksat Makambay  上級講師 人材管理 奥田浩大 
5  Ms. Gulnara 

Djunushalieva  
上級講師 会計 黒田康之 

6 Ms. Toktogulova Nurgul 上級講師 会計 黒田康之 
7 Mr. Almaz Nasyrov  上級講師 ビジネスプランニング

（コンサルテーション）  
なし（単独講義）

8 Ms. Toktogulova Nurgul 上級講師 ビジネスプランニング

（コンサルテーション） 
なし（単独講義）

9 Ms. Gulnara 
Djunushalieva 

上級講師 ビジネスプランニング

（コンサルテーション） 
なし（単独講義）

10 Ms. Rahat Bazarbaeva  上級講師 ビジネスプランニング

（コンサルテーション） 
なし（単独講義）

 
 

キルギス人共同講師（2006年度 C コース） 
 
 
ビシュケク財務経済アカデミー

（Bishkek International Academy 
of Finance and Economy: BAFE） 

役職 授業科目 キルギス人 
専門家 

1 Ms. Svetlana Sirmbard  上級講師 環境経営手法（中小企業の

ための環境管理システム） 
Mr. Nurlan 

Djenchuraev  

 
 

キルギス人共同講師（2006年度 Bコース） 
 
 
ビシュケク財務経済アカデミー

（Bishkek International Academy 
of Finance and Economy: BAFE） 

役職 授業科目 日本人専門家 

1 Ms. Svetlana Sirmbard  上級講師 観光ビジネス  磯野哲夫 
 
 
 

（注）網掛け部分は決定している今後の計画（2006年 7 月 20日時点で未実施）。 
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キルギス共和国日本人材開発センター日本語コース受講生数 
 

開講時期 クラス 受講生数（開始時） 修了生数 

２００３年９月～２００４年７月 初級Ⅰ ４０ ２６ 
２００３年９月～２００４年７月 中級Ⅰ １４ １０ 
２００３年９月～２００４年７月 中級Ⅱ １０ ６ 
２００３年９月～２００４年７月 ビデオ（年間合計） ７３ ３４ 
２００４年１月～２００４年７月 上級 １９ １０ 

２００３年度合計 １５６ ８６ 

２００４年９月～２００５年７月 初級Ⅰ ４１ ２４ 
２００４年９月～２００５年７月 初級Ⅱ １６ １３ 
２００４年９月～２００５年７月 中級Ⅱ ２０ １１ 
２００４年９月～２００５年７月 ビデオ（年間合計） １５２ ９９ 
２００４年９月～２００５年７月 上級 ２０  ９ 

２００４年度合計 ２４９ １５６ 

２００５年９月～２００６年７月 初級Ⅰ ４５ ２６ 
２００５年９月～２００６年７月 初級Ⅱ ２４ ２０ 

２００５年９月～２００６年７月 中級Ⅰ １６ １０ 

２００５年９月～２００６年７月 ビデオ（年間合計） ７１ ４５ 
２００５年９月～２００５年 11 月 日本語能力試験 1 級対策講座 ２２ ２２ 
２００６年３月～２００６年７月 上級 ２４ １３ 
２００６年３月～２００６年７月 通訳者翻訳者養成準備研修会 １８ １３ 

２００５年度合計 ２２０ １４９ 
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専門家派遣 

 
1. 長期専門家 

 氏名 指導科目 派遣期間 
1 遠藤 隆雄 日本センター長（共同所長） 2003 .6.11－2006.2.24 
2 濱野 道博 日本センター長（共同所長） 2006.2.17－2007.3.31 
3 加藤 倭朗 ビジネスコース専門家 2004.3.24－2005.3.25 
4 黒滝  力 日本語コース専門家 2004.7.9－2007.1.31 
5 佐藤 俊郎 業務調整／相互理解促進事業 2003.6.30－2007.2.15 

 
2. 短期専門家（コンサルタント） 
(1) ビジネスコース 

 氏名 指導科目 派遣期間 
1 大久保 信一 ビジネスコース設計 2004.4.16－2004.5.15 
2 小野 桂之介 日本的経営 2004.4.27－2004.5.7 
3 御手洗 久己 マーケティング／マーケットリサーチ 2004.11.26－2004.12.15 
4 黒田 康之 会計 2004.12.8－2004.12.29 
5 奥田 浩大 組織と人材管理 2005.1.12－2005.1.26 
6 須内 真人 生産管理 2005.1.19－2005.2.2 
7 酒井 仁司 財務管理 2005.1.26－2005.2.9 
8 白石 正明 ビジネスプランニング 2005.2.2－2005.3.9 
9 黒田 康之 総括・研修計画 2005.11.16－2006.1.27 

10 小松原 康子 ビジネスコース運営管理（2） 2005.11.16－2005.12.30 
11 堀口 一則 ビジネスコース運営管理（1） 2005.11.30－2006.2.10 
12 竹井 誠 日本式経営・経営哲学 2005.12.9－2005.12.20 
13 藤澤 正一 プロジェクトマネジメント 2006.1.4－2006.1.20 
14 小松原 康子 ビジネスコース運営管理（2） 2006.2.22－2006.3.31 
15 馬場 浩 企業経営と ISO9001/14001 2006.3.15－2006.3.24 
16 白石 正明 ビジネスプランガイダンス 2006.5.31－2006.6.23 
17 駒田 和民 日本式経営・経営哲学 2006.6.14－2006.6.30 
18 山本 俊夫 マーケティング 2006.6.21－2006.7.14 
 

(2) 日本語コース 
 氏名 指導科目 派遣期間 

1 中林 理絵 日本語コース運営 2003.9.1－2004.6.9 
 

(3) その他 
 氏名 指導科目 派遣期間 

1 吉田 清 施設改修・監理業務 2004.4.16－2004.5.5 
2 吉田 清 施設改修・監理業務 2 2004 .6.4－2004.6.12 

 
 
 
 
 
 



 
 

本邦研修 
 
1. ビジネスコース 
(1) 日本センター職員 

 氏名 研修内容 期間 

1 Ms. Solpeiva Omurkan ビジネスコース運営 2005.1.19－2005.2.8 

2 Mr. Djumabaev Nurjan ビジネスコース運営 2006.1.19－2006.2.7 

 
(2) 受講者（成績優秀者） 

 氏名 研修内容 期間 

1 Ms. Fedko Oksana 日本のビジネス 2005.7.24－2005.8.13 

2 Ms Valie Elmira 日本のビジネス 2005.7.24－2005.8.13 

3 Mr. Galunov Victor 日本のビジネス 2005.7.24－2005.8.13 

4 Mr. Tian Aleksandr 日本のビジネス 2005.7.24－2005.8.13 

5 Mr. Alisherov Nurbek 日本のビジネス 2005.7.24－2005.8.13 

 
 

2. 日本語コース 
(1) 日本センター職員 

 氏名 研修内容 期間 

1 Ms. Galina Vorobyova 漢字教材作成 2004.6.2－2004.7.30 

2 Ms. Galina Vorobyova 漢字教材作成 2005.5.6 – 2005.7.31 

 
 

3. 相互理解促進事業／センター運営 
(1) 日本センター職員 

 氏名 研修内容 期間 

1 Ms. Tsoy Irina 相互理解促進事業 2005.1.19－2005.2.11 

2 Ms. Sagdeeva Oksana センター運営 2005.2.16－2005.3.11 

3 Mr. Sultanaliev Altynbek センター運営 2005.2.16－2005.3.11 

4 Ms. Asanbaeva Bermet センター運営 2006.2.6－2006.2.24 
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